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   八潮市みんなでつくる美しいまちづくり条例 

目次 

 前文 

 第１章 総則（第１条－第４条） 

 第２章 まちづくり基本計画（第５条） 

 第３章 まちづくり推進会議（第６条－第８条） 

 第４章 参加と協働のまちづくり 

  第１節 まちづくりの計画の推進（第９条－第１１条） 

  第２節 八潮駅周辺のまちづくりの推進（第１２条－第１４条） 

  第３節 産業環境と住環境が共生するまちづくりの推進（第１５条－

第１８条） 

  第４節 まちづくり推進地区（第１９条・第２０条） 

第５節 自主まちづくり活動（第２１条－第２４条） 

  第６節 都市計画の案の作成手続等（第２５条－第２７条） 

  第７節 地区計画等の案の作成手続等（第２８条－第３１条） 

  第８節 都市計画の決定等の提案に関する手続等（第３２条－第３６

条） 

  第９節 建築協定（第３７条・第３８条） 

 第５章 美しい街並みづくり 

  第１節 景観計画（第３９条・第４０条） 

  第２節 景観法による委任（第４１条－第４４条） 

  第３節 特定区域等の景観形成（第４５条・第４６条） 

  第４節 公共施設等のデザイン協議（第４７条・第４８条） 

 第６章 環境と緑のまちづくり 

  第１節 基本計画等（第４９条－第５６条） 

  第２節 農地を生かしたまちづくりの推進（第５７条－第５９条） 

  第３節 緑の保全（第６０条－第６３条） 

 第７章 秩序あるまちづくり 

  第１節 開発事業に関する基本方針（第６４条） 

  第２節 建築確認申請等に係る届出等（第６５条） 

  第３節 開発事業の手続（第６６条－第８６条） 

  第４節 大規模土地取引行為の届出等（第８７条） 

  第５節 大規模開発事業の手続（第８８条－第９３条） 
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  第６節 小規模開発事業の手続（第９４条－第９７条） 

  第７節 開発事業に関する基準（第９８条－第１０２条） 

  第８節 開発事業に係る紛争調整（第１０３条－第１０６条） 

 第８章 まちづくりの支援等（第１０７条・第１０８条） 

 第９章 適正な執行 

  第１節 決定された計画の進行管理（第１０９条・第１１０条） 

  第２節 補則（第１１１条－第１１８条） 

  第３節 罰則（第１１９条・第１２０条） 

 附則 

 私たちのまち八潮は、中川をはじめとする豊かな水辺と、屋敷林や農地

など四季折々の風情醸しだす貴重な自然環境の中で人々が暮らし、米や野

菜の生産を中心とする純農村地帯であった。 

 その後、高度経済成長により、地域全体の均衡ある発展を目指し、基盤

整備を進めてきた。また、平成１７年のつくばエクスプレスの開業により 

、八潮市は一層輝きを増している。これを契機に、さらに新たなまちづく

りの歴史を歩み始めなければならない。 

 この新たなまちづくりへの一歩を踏み出すに当たり、先人たちが長年の

努力で築いてきた郷土をより魅力的なものとするため、私たちのまちを見

つめ直し、地域の歴史や文化、自然環境など、本市の特性を生かした個性

あふれるまちづくりを推進していかなければならない。 

 しかし、まちづくりは一朝一夕に成り立つものではなく、市民等と開発

事業者と市が相互に協力し、初めて成り立つものであり、このことを深く

認識し、市民等と開発事業者と市がお互いの共通認識を図り、適切に役割

分担しながら、美しいまちづくりを推進する必要がある。 

 私たちは、ここに５０年、１００年を見据えたまちづくりの基本的仕組

みを定めることにより、「安心して暮らせる快適都市やしお」の実現に向

け、協働による美しいまちづくりを進めるため、この条例を制定する。 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、八潮市（以下「市」という。）のまちづくりについ

て、その基本理念を定め、市民等、開発事業者及び市の責務等を明らか

にするとともに、まちづくりの基本となる事項、市の特性を生かしたま

ちづくりの仕組み、開発事業に伴う手続及び土地利用に関する基準並び
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に都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）の規

定に基づく都市計画の手続及び開発許可の基準、建築基準法（昭和２５

年法律第２０１号）の規定に基づく建築協定の実施に必要な事項及び建

築確認申請等に先立つ協議の手続、都市緑地法（昭和４８年法律第７２

号）の規定に基づく緑地の保全及び緑化の推進に関する計画並びに景観

法（平成１６年法律第１１０号）の規定に基づく景観計画によるまちづ

くりについて定めることにより、公共の福祉を高め、誰もがこのまちに

生涯住み続けたいと思える安心して暮らせる快適都市の実現に寄与する

ことを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法、

建築基準法及び景観法の例による。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 ⑴ 市民等 市内に住所を有する者、市内で事業を営む者、市内の土地

又は建築物の所有者その他規則で定める者をいう。 

 ⑵ 近隣住民 開発区域の近隣で当該開発区域から開発事業の規模に応

じて規則で定める距離以内の区域（次号において「近隣区域」という 

。）において住所を有する者、事業を営む者及び土地又は建築物を所

有する者をいう。 

 ⑶ 周辺住民 近隣区域の周辺で開発区域から開発事業の規模に応じて

規則で定める距離以内において住所を有する者、事業を営む者及び土

地又は建築物を所有する者をいう。 

 ⑷ 開発事業 開発行為、建築その他規則で定める行為をいう。 

 ⑸ 開発事業者 開発事業を行おうとする者又は行う者をいう。 

 ⑹ 開発区域 開発事業を行う土地の区域をいう。 

 ⑺ 建築確認申請等 建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１

項（同法第８７条第１項又は第８８条第１項若しくは第２項において

準用する場合を含む。）の規定による確認の申請又は同法第１８条第

２項（同法第８７条第１項又は第８８条第１項若しくは第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定による通知をいう。 

 ⑻ 紛争 開発事業に伴って生じる日照、通風、通行の障害、工事中の

騒音及び振動その他周辺の生活環境に及ぼす影響に関する開発事業者 



- 4 - 

、工事施工者及び近隣住民その他規則で定める者（以下「当事者」と

いう。）の間で生じる紛争をいう。 

 （まちづくりの基本理念） 

第３条 市のまちづくりは、市民等、開発事業者及び市の相互の信頼、理

解及び協力のもとに協働によって行われなければならない。 

２ 市のまちづくりは、公共の福祉を優先させるものとする土地基本法（ 

平成元年法律第８４号）の理念及び環境への負荷の少ない持続的発展が

可能な社会の構築を旨とする環境基本法（平成５年法律第９１号）の理

念を踏まえ、総合的かつ計画的に行われなければならない。 

３ 市のまちづくりは、八潮に残る貴重な自然環境を保全し、及び活用す

るとともに、品格を感じられる自然と都市的景観が調和した美しい景観

形成に努め、将来にわたり受け継がれていく市民共有の財産をつくるこ

とを基本に行われなければならない。 

 （責務等） 

第４条 市は、前条に定めるまちづくりの基本理念（以下「基本理念」と

いう。）にのっとり、まちづくりに関し、基本的かつ総合的な施策を策

定し、実施しなければならない。 

２ 市は、前項の規定による施策の策定及び実施に当たっては、必要な調

査を実施するとともに、市民等への必要な情報の提供、市民等の意見の

十分な反映及び市民等の主体的なまちづくりに必要な支援に努めなけれ

ばならない。 

３ 市は、基本理念にのっとり、開発事業者に対して、適切な助言及び指

導を行わなければならない。 

４ 市民等は、基本理念にのっとり、地域の将来像を共有し、自らその実

現に積極的に取り組むとともに、市が実施する施策に協力しなければな

らない。 

５ 開発事業者は、開発事業を行うに当たっては、基本理念にのっとり、

土地利用が地域環境に及ぼす影響に配慮し、良好な環境が確保されるよ

う必要な措置を講ずるとともに、市が実施する施策に協力しなければな

らない。 

６ 開発事業者及び工事施工者は、開発事業を行うに当たっては、周辺の

生活環境に及ぼす影響及び良好な近隣関係の保持に十分配慮するととも

に、紛争が生じたときは、相手の立場を理解し、自主的に解決するよう
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努めなければならない。 

   第２章 まちづくり基本計画 

第５条 市長は、基本理念にのっとり、次に掲げる計画等を八潮市まちづ

くり基本計画（以下「まちづくり基本計画」という。）として、市のま

ちづくりの基本にしなければならない。 

 ⑴ 八潮市自治基本条例（平成２２年条例第２３号）第２１条第１項に

規定する総合計画 

 ⑵ 法第１８条の２第１項の規定に基づき定められた基本方針 

 ⑶ 八潮市環境基本条例（平成１９年条例第２９号）第８条の規定に基

づき定められた八潮市環境基本計画 

 ⑷ 都市緑地法第４条第１項の規定に基づき定められた基本計画 

 ⑸ 第３９条に規定する八潮市景観まちづくり基本計画及び景観法第８

条第１項の規定に基づき定められた景観計画 

 ⑹ 第１３条の規定に基づき定められた駅周辺まちづくり計画 

 ⑺ 第１７条の規定に基づき定められた産業・住環境共生まちづくり計

画 

 ⑻ 第２０条の規定に基づき定められた推進地区まちづくり計画 

 ⑼ 第２１条の規定に基づき定められた地域まちづくり計画 

 ⑽ 法第１２条の４の規定に基づき定められた地区計画等 

 ⑾ 建築基準法第６９条の規定に基づき定められた建築協定 

 ⑿ その他市のまちづくりの基本となる計画で、あらかじめ八潮市まち

づくり・景観推進会議の意見を聴いて市長が指定したもの 

２ 市長は、まちづくり基本計画の内容を市民等及び開発事業者に周知す

るため、必要な措置を講じなければならない。 

   第３章 まちづくり推進会議 

 （まちづくり推進会議の設置及び組織） 

第６条 市のまちづくりの推進をするため、八潮市まちづくり・景観推進

会議（以下「まちづくり推進会議」という。）を置く。 

２ まちづくり推進会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を審議し 

、答申するほか、当該事項について市長に建議することができる。 

 ⑴ 市のまちづくりに関する基本的事項及び重要事項 

 ⑵ まちづくり基本計画に関する事項 

 ⑶ 第１２条に規定する駅協議会、第１５条に規定する共生地区、第１
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６条に規定する産業・住環境協議会並びに第１９条に規定するまちづ

くり推進地区及び第２０条に規定する推進地区まちづくり協議会に関

する事項 

 ⑷ 第４章第６節から第８節までに規定する都市計画に関する事項 

 ⑸ 第５章第１節及び第２節に規定する景観に関する事項 

 ⑹ 第４８条に規定する公共施設等のデザイン協議に関する事項 

 ⑺ 第５０条に規定する緑の基本計画に関する事項 

 ⑻ 第７章第３節に規定する開発事業に関する事項 

 ⑼ 第８７条に規定する大規模土地取引行為に関する事項 

 ⑽ 第９３条に規定する大規模開発事業の土地利用構想に関する事項 

 ⑾ 第１０１条に規定する田園自然環境保全地域の指定に関する事項 

 ⑿ 第１１６条に規定する是正命令に関する事項 

 ⒀ 八潮市屋外広告物条例（平成１９年条例第３号）第１１条に規定す

る許可の基準等に関する事項 

 ⒁ その他市長が市のまちづくりの推進を図るために必要があると認め

る事項 

３ まちづくり推進会議は、委員１５人以内をもって組織し、次の各号に

掲げる者のうちからそれぞれ当該各号に定める人数以内で市長が委嘱す

る。 

 ⑴ 公募により選出された市民等 ４人 

 ⑵ まちづくりに関する識見を有する者 ７人 

 ⑶ 関係団体が推薦する者 ４人 

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

５ まちづくり推進会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれ

を定める。 

６ 会長は、まちづくり推進会議を代表し、会務を総理する。 

７ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

 （まちづくり推進会議の会議等） 

第７条 まちづくり推進会議は、会長が招集し、会長は、会議の議長とな

る。 

２ まちづくり推進会議は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くこ
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とができない。 

３ まちづくり推進会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、

可否同数のときは、会長の決するところによる。 

４ まちづくり推進会議は、会議の運営上必要があると認めるときは、委

員以外の者を会議に出席させ、その意見を聴き、又は委員以外の者から

資料の提出を求めることができる。 

５ まちづくり推進会議の会議は、公開する。ただし、八潮市情報公開条

例（平成１３年条例第２４号）第６条各号に該当する場合は、会議の全

部又は一部を非公開とすることができる。 

 （部会） 

第８条 まちづくり推進会議は、専門の事項を処理させるため、部会を置

くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 

３ 前項に規定するもののほか、部会に特別委員を置くことができる。 

４ 特別委員は、専門の知識及び経験を有する者のうちから、市長が委嘱

する。 

５ 部会は、まちづくり推進会議の求めがあったときは、必要な事項を報

告しなければならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、部会の組織及び運営について必要な事項

は、規則で定める。 

   第４章 参加と協働のまちづくり 

    第１節 まちづくりの計画の推進 

 （まちづくりの計画、活動等） 

第９条 八潮の特性を生かして、市民等及び市による参加と協働のまちづ

くりを推進するための計画及び活動は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 八潮駅周辺地区における人々が集い憩う活気とにぎわいのあるまち

づくりを進めるための計画（以下「駅周辺まちづくり計画」という。 

）及び活動（以下「駅周辺まちづくり活動」という。） 

 ⑵ 産業環境及び住環境が共生するまちづくりを進めるための計画（以

下「産業・住環境共生まちづくり計画」という。）及び活動（以下「 

産業・住環境共生まちづくり活動」という。） 

 ⑶ 市長が重点的にまちづくりを推進する必要があると認める地区にお

ける市街地整備及び都市環境の改善並びに景観形成を目的とした計画



- 8 - 

（以下「推進地区まちづくり計画」という。）及び活動（以下「推進

地区まちづくり活動」という。） 

 ⑷ 市民等が自主的かつ自発的に進めるまちづくりの計画及び活動（以

下「自主まちづくり活動」という。）で、次のいずれかに該当するも

の 

  ア 町会・自治会の範囲又は３，０００平方メートル以上の地区を対

象としたまちづくりの計画及び活動（以下「地域まちづくり活動」

という。） 

  イ 連続する３軒以上の建築物等の所有者又は使用者が行う、身近な

景観や環境の改善、緑化及び美化の向上に資するまちづくりの活動

（以下「ご近所まちづくり活動」という。） 

  ウ 身近な公共施設の管理及び市長が別に定める運営の計画に基づく

まちづくりの活動（以下「施設管理型まちづくり活動」という。） 

  エ 景観、防災その他特定のテーマを対象にしたまちづくりの計画及

び活動（以下「テーマ型まちづくり活動」という。） 

 （開発事業におけるまちづくりの計画の尊重等） 

第１０条 開発事業者は、駅周辺まちづくり計画、産業・住環境共生まち

づくり計画、推進地区まちづくり計画、第２１条に規定する地域まちづ

くり計画又は第２４条に規定するテーマ型まちづくり計画が定められた

地区内において開発事業を行うときは、これらの計画の内容を尊重しな

ければならない。 

２ 前項の場合において、市長は、当該開発事業者に対し、前項に掲げる

計画を遵守するよう指導しなければならない。 

３ 開発事業者は、推進地区まちづくり計画の検討が行われている地区内

において開発事業を行おうとするときは、当該推進地区まちづくり計画

の検討の状況に留意し、その検討している内容を尊重するよう努めなけ

ればならない。 

４ 前項の場合において、市長は、当該開発事業者に対し、当該推進地区

まちづくり計画の検討の状況その他必要な情報を提供するとともに、そ

の検討している内容を尊重するよう指導に努めなければならない。 

 （都市計画等におけるまちづくりの推進） 

第１１条 市長は、地区計画等その他の都市計画の決定又は変更をしよう

とするときは、駅周辺まちづくり計画、産業・住環境共生まちづくり計
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画、推進地区まちづくり計画、第２１条に規定する地域まちづくり計画

及び第２４条に規定するテーマ型まちづくり計画の全部又は一部を反映

するよう努めるものとする。 

２ 市長は、第３８条に規定する建築協定その他のまちづくりに関する協

定等に、前項に掲げる計画の全部又は一部が反映されるよう努めるもの

とする。 

    第２節 八潮駅周辺のまちづくりの推進 

 （駅協議会） 

第１２条 市長は、八潮駅の周辺において市民等との協働によるまちづく

りを進めるため、八潮駅周辺地区を指定することができる。 

２ 市長は、八潮駅周辺地区を指定したときは、その旨を公告しなければ

ならない。 

３ 市長は、八潮駅周辺地区を指定したときは、規則で定める者により構

成する八潮駅周辺地区まちづくり推進協議会（以下「駅協議会」という 

。）を設置する。 

４ 市長は、駅協議会を設置したときは、その旨を公告し、広報、市ホー

ムページ等（以下「広報等」という。）により周知するとともに、まち

づくり推進会議に報告しなければならない。 

 （駅周辺まちづくり計画の策定等） 

第１３条 駅協議会は、八潮駅周辺の総合的なまちづくりを進めるため、

駅周辺まちづくり計画を策定しなければならない。 

２ 市長は、駅協議会が駅周辺まちづくり計画を策定しようとするときは 

、その旨を公告し、駅周辺まちづくり計画の案について説明会の開催そ

の他必要な措置を講ずるとともに、当該案を当該公告の日の翌日から起

算して１４日間公衆の縦覧に供しなければならない。 

３ 市民等は、前項の公告の日の翌日から起算して２１日以内に、駅周辺

まちづくり計画の案に関する意見書を市長に提出することができる。 

４ 市長は、前項の規定により意見書が提出されたときは、駅協議会と協

議の上、当該意見書に対する見解書を作成して公開するとともに、必要

があると認めるときは、公聴会の開催その他必要な措置を講ずることが

できる。 

５ 市長は、駅周辺まちづくり計画を決定しようとするときは、あらかじ

めまちづくり推進会議の意見を聴かなければならない。 
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６ 市長は、駅周辺まちづくり計画を決定したときは、速やかにその旨を

公告するとともに、当該駅周辺まちづくり計画の内容を広報等により周

知しなければならない。 

７ 第２項から第６項までの規定は、駅周辺まちづくり計画の変更につい

て準用する。ただし、規則で定める軽易な変更については、この限りで

ない。 

 （駅周辺まちづくり活動） 

第１４条 市長及び駅協議会は、八潮駅周辺地区において人々が集い憩う

活気とにぎわいのあるまちづくりを進めるため、次に掲げる活動を推進

するものとする。 

 ⑴ 魅力的でにぎわいある景観まちづくりに関すること。 

 ⑵ 公共施設の整備又は管理に関すること。 

 ⑶ 一定規模以上の開発事業に関する協議及び調整に関すること。 

 ⑷ その他市長又は駅協議会が必要と認めるまちづくりに関すること。 

    第３節 産業環境と住環境が共生するまちづくりの推進 

 （共生地区の指定等） 

第１５条 市長は、産業環境（工場、倉庫等が集積している環境をいう。

以下同じ。）と住環境が共生するまちづくりを進めるため、次の各号の

いずれかに該当する地区において、産業・住環境なかよし共生地区（以

下「共生地区」という。）を指定することができる。 

 ⑴ 産業地（工場、倉庫等が集積している区域をいう。）及び住宅地が

混在している地区 

 ⑵ 産業系土地利用（土地が工場、倉庫等の用に供されていることをい

う。）が相当規模で行われている場所及びその周辺地区 

 ⑶ 前２号に類する地区で、市民等から指定の申出があったもの 

 ⑷ その他市長が必要と認める地区 

２ 市長は、共生地区の指定に当たっては、当該地区内に住所を有する者 

、事業を営む者、土地又は建築物の所有者（以下「住民等」という。）

の意見を反映させるため説明会の開催その他必要な措置を講ずるととも

に、まちづくり推進会議の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、共生地区を指定したときは、その旨を公告しなければならな

い。 

４ 前２項の規定は、共生地区の指定の変更について準用する。 
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 （産業・住環境協議会） 

第１６条 市長は、共生地区を指定したときは、住民等その他規則で定め

る者により構成する産業・住環境共生まちづくり協議会（以下「産業・

住環境協議会」という。）を設置する。 

２ 市長は、産業・住環境協議会を設置したときは、その旨を公告し、広

報等により周知するとともに、まちづくり推進会議に報告しなければな

らない。 

 （産業・住環境共生まちづくり計画の策定） 

第１７条 産業・住環境協議会は、産業・住環境共生まちづくり計画を策

定しなければならない。 

２ 産業・住環境共生まちづくり計画の策定及び変更については、第１３

条第２項から第７項までの規定を準用する。 

 （産業・住環境共生まちづくり活動） 

第１８条 市長及び産業・住環境協議会は、産業環境と住環境が共生する

まちづくりを進めるため、次に掲げる活動を推進するものとする。 

 ⑴ 操業環境の改善に関すること。 

 ⑵ 住みよい環境の整備に関すること。 

 ⑶ コミュニティの形成に関すること。 

 ⑷ その他市長又は産業・住環境協議会が必要と認めるまちづくりに関

すること。 

    第４節 まちづくり推進地区 

 （推進地区の指定等） 

第１９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する地区において、市街地

整備若しくは都市環境の改善又は景観の形成を目的としたまちづくりを

重点的に推進する必要があると認めるときは、当該地区をまちづくり推

進地区（以下「推進地区」という。）として指定することができる。 

 ⑴ まちづくり基本計画において、重点的な整備が必要とされている地

区 

 ⑵ 法に基づく都市計画事業の施行地区又は予定地区、及びその周辺地

区 

 ⑶ 公共施設又は保育所、小学校、中学校その他住民の福祉を高める施

設の整備にあわせて総合的なまちづくりが必要な地区 

 ⑷ 第８８条に規定する大規模開発事業の予定地及びその周辺地区 
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２ 市長は、推進地区の指定に当たっては、当該地区内の住民等の意見を

反映させるため説明会の開催その他必要な措置を講ずるとともに、まち

づくり推進会議の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、推進地区を指定したときは、その旨を公告しなければならな

い。 

４ 前２項の規定は、推進地区の指定の変更について準用する。 

 （推進地区まちづくり協議会） 

第２０条 市長は、推進地区を指定したときは、推進地区まちづくり計画

を策定するため、当該地区内の住民その他規則で定める者により構成す

る協議会（以下「推進地区まちづくり協議会」という。）を設置する。 

２ 市長は、推進地区まちづくり協議会を設置したときは、その旨を公告

し、広報等により周知するとともに、まちづくり推進会議に報告しなけ

ればならない。 

３ 推進地区まちづくり計画の策定及び変更については、第１３条第２項

から第７項までの規定を準用する。 

    第５節 自主まちづくり活動 

 （地域まちづくり活動） 

第２１条 地域まちづくり活動を行おうとする団体は、当該地域まちづく

り活動の団体の名称、活動内容その他規則で定める事項を市長に届け出

なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、当該団体（以下「地

域まちづくり活動団体」という。）の名称、活動内容その他規則で定め

る事項を登録するとともに、広報等により周知するものとする。 

３ 市長は、地域まちづくり活動団体と協働して、地域まちづくり活動に

ついて、当該地域内の住民等の理解を得るよう努めるものとする。 

４ 地域まちづくり活動団体は、規則で定めるところにより市長の認定を

受けて、当該地域のまちづくりに係る計画（以下「地域まちづくり計画 

」という。）の案を策定することができる。 

５ 地域まちづくり活動団体は、地域まちづくり計画の案を策定しようと

するときは、当該地域内の住民等の参加及び理解を得て行うものとする。 

６ 地域まちづくり計画の策定及び変更については、第１３条第２項から

第７項までの規定を準用する。 

 （ご近所まちづくり活動） 
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第２２条 ご近所まちづくり活動を行おうとする者は、その全員の合意に

より、緑化の促進及び景観の形成等を目的とした協定（以下「ご近所ま

ちづくり協定」という。）を締結することができる。 

２ ご近所まちづくり協定を締結した者は、当該ご近所まちづくり協定を

市長に届け出るものとする。 

３ 市長は、前項の規定による届出があったご近所まちづくり協定が、緑

化の促進、景観の形成等に寄与するものであって、適正な運営が見込ま

れることその他規則で定める要件を満たしていると認めるときは、これ

を認定することができる。 

４ ご近所まちづくり協定について認定を受けた者は、協定において定め

た事項を変更し、又は協定を廃止したときは、市長に届け出なければな

らない。 

５ 市長は、前項の規定による廃止の届出があったとき、又は変更した内

容が緑化の促進、景観の形成等に関し適当でなくなったと認めるときは 

、第３項の認定を取り消すことができる。 

６ 市長は、ご近所まちづくり活動の普及及び推進を図るため、必要な措

置を講じなければならない。 

 （施設管理型まちづくり活動） 

第２３条 市長は、施設管理型まちづくり活動の推進を図るため、その目

的となる公共施設の周辺の住民等に対し、施設管理型まちづくり活動に

ついて協力を求めることができる。 

２ 公共施設の周辺の住民等は、前項の規定により協力を求められたとき

は、その協力の求めに応じるよう努めるものとする。 

３ 公園その他規則で定める公共施設の周辺の住民等は、施設管理型まち

づくり活動について、市長に対し、規則で定めるところにより協議を行

うよう要請することができる。 

４ 市長は、前項の規定により協議を行うよう要請されたときは、その要

請に応じるよう努めなければならない。 

５ 市長及び目的となる公共施設の周辺の住民等は、施設管理型まちづく

り活動について協議が整ったときは、当該公共施設の管理を中心とした

まちづくり協定（以下「施設管理型まちづくり協定」という。）を締結

するものとする。 

 （テーマ型まちづくり活動） 
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第２４条 テーマ型まちづくり活動を行おうとする団体は、まちづくりの

テーマその他規則で定める事項を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、当該団体（以下「テ

ーマ型まちづくり活動団体」という。）の名称、活動内容その他規則で

定める事項を登録するとともに、広報等により周知するものとする。 

３ 市長は、テーマ型まちづくり活動団体と協働して、テーマ型まちづく

り活動について、当該テーマに係る地域内の住民等の理解を得るよう努

めるものとする。 

４ テーマ型まちづくり活動団体は、市民等の参加と理解を得て、テーマ

に係るまちづくりの計画（以下「テーマ型まちづくり計画」という。）

を策定することができる。 

５ テーマ型まちづくり活動団体は、テーマ型まちづくり計画を策定した

ときは、市長に届け出るものとする。 

６ 市長は、テーマ型まちづくり計画を市の施策に反映するよう努めるも

のとする。 

    第６節 都市計画の案の作成手続等 

 （都市計画の案の作成手続等） 

第２５条 この節の規定は、法第１７条の２の規定に基づく都市計画の案

の作成手続及び決定又は変更の手続並びに法第１８条第１項の規定によ

り埼玉県（以下「県」という。）が決定又は変更をする都市計画に関し

て市が意見を述べる方法について必要な事項を定める。 

 （都市計画の案の作成手続） 

第２６条 市長は、都市計画の案の内容となるべき事項（第２８条に規定

する地区計画等の原案を除く。以下この条において「都市計画の原案」

という。）を作成しようとするときは、市民等の意見を反映させるため 

、市民参加による検討組織の設置、懇談会の開催その他の必要な措置を

講ずるものとする。ただし、市長が必要がないと認めるときは、この限

りでない。 

２ 市長は、都市計画の案（地区計画等に係るものを除く。以下この条に

おいて同じ。）を作成しようとするときは、規則で定めるところにより

必要な事項を公告し、当該公告の日の翌日から起算して１４日間公衆の

縦覧に供しなければならない。ただし、市長が必要がないと認めるとき

は、この限りでない。 
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３ 市長は、前項に定めるもののほか、公聴会の開催その他の必要な措置

を講ずるものとする。ただし、市長が必要がないと認めるときは、この

限りでない。 

４ 市民等は、第２項の公告の日の翌日から起算して２１日以内に、都市

計画の原案に関する意見書を市長に提出することができる。 

５ 市長は、第３項の規定により公聴会を開催したとき又は前項の規定に

より意見書が提出されたときは、当該公聴会の概要を記載した書面又は

当該意見書の要旨及び当該意見書に対する見解書を八潮市都市計画審議

会条例（昭和４４年条例第１号）により設置された八潮市都市計画審議

会（以下「都市計画審議会」という。）に提出し、その意見を聴かなけ

ればならない。 

６ 前各項の規定は、都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以

下「施行令」という。）第１４条に規定する軽易な変更及び規則で定め

る都市計画の決定又は変更については、適用しない。 

７ 市長は、法第１５条の２第１項の規定により、県に対し都市計画の原

案を申し出るときは、第１項から第５項までに定める手続を経るよう努

めなければならない。 

 （都市計画の決定等の手続等） 

第２７条 市長は、都市計画（県が決定しようとする都市計画と関連して

一連の手続で行われる都市計画を除く。）の決定又は変更をしようとす

るときは、法第１７条に規定する縦覧に供するほか、説明会を開催しな

ければならない。ただし、市長が必要がないと認めるときは、この限り

でない。 

２ 市長は、法第１７条第２項の規定により意見書が提出されたときは、

速やかに当該意見書に対する見解書を作成し、作成後１４日間公衆の縦

覧に供しなければならない。 

３ 市長は、都市計画の案を都市計画審議会に付議しようとするときは、

法第１９条第２項に規定されるもののほか第１項の説明会の結果の概要

を記載した書面及び前項の見解書を提出しなければならない。 

４ 市長は、法第１８条第１項の規定に基づき、県が決定又は変更をする

都市計画に関して意見を述べるときは、あらかじめ都市計画審議会の意

見を聴かなければならない。 

５ 市長は、前項の規定により都市計画審議会の意見を聴こうとするとき
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は、あらかじめまちづくり推進会議の意見を聴くとともに、当該意見を

付さなければならない。ただし、当該都市計画が市のまちづくりの推進

に大きな影響を及ぼす可能性がないと市長が認める場合は、この限りで

ない。 

６ 前各項の規定は、施行令第１４条に規定する軽易な変更については、

適用しない。 

７ 第１項及び第５項の規定は、規則で定める都市計画の決定又は変更に

ついては、適用しない。 

    第７節 地区計画等の案の作成手続等 

 （地区計画等の案の作成手続等） 

第２８条 この節の規定は、法第１６条第２項の規定に基づき都市計画に

定める地区計画等の案の内容となるべき事項（以下「地区計画等の原案 

」という。）の提示方法及び意見の提出方法並びに同条第３項に規定す

る地区計画等に関する都市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の原

案の申出方法について必要な事項を定める。 

 （地区計画等の案の作成手続） 

第２９条 市長は、地区計画等の原案を作成しようとするときは、法第１

６条第２項に規定する土地所有者等（以下「土地所有者等」という。）

の参加による検討組織の設置、懇談会の開催その他の必要な措置を講ず

るものとする。ただし、市長が必要がないと認めるときは、この限りで

ない。 

２ 市長は、地区計画等の案を作成しようとするときは、あらかじめ次に

掲げる事項を公告し、地区計画等の原案に当該地区計画等の決定又は変

更をする理由書を添えて、当該公告の日の翌日から起算して１４日間公

衆の縦覧に供しなければならない。ただし、市長が必要がないと認める

ときは、この限りでない。 

 ⑴ 地区計画等の原案の内容のうち種類、名称、位置及び区域 

 ⑵ 縦覧の場所及び期間 

３ 市長は、前項に定めるもののほか、説明会の開催その他の地区計画等

の原案を周知するために必要な措置を講じなければならない。ただし、

市長が必要がないと認めるときは、この限りでない。 

４ 土地所有者等又は地区計画等の原案の区域に隣接する街区内の土地所

有者、住所を有する者等は、第２項の公告の日の翌日から起算して２１
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日以内に、同項の規定により縦覧に供された地区計画等の原案に関する

意見書を市長に提出することができる。 

５ 市長は、前項の規定により意見書が提出されたときは、地区計画等の

案の作成について、当該意見書の要旨及び当該意見書に対する見解書を

都市計画審議会に提出し、その意見を聴かなければならない。 

６ 前各項の規定は、規則で定める地区計画等の変更については、適用し

ない。 

 （地区計画等の申出等） 

第３０条 法第１６条第３項に規定する住民又は利害関係人は、１人又は

数人で共同して、地区計画等に関する都市計画の決定若しくは変更又は

地区計画等の原案（以下「地区計画等の決定等」という。）について、

次に掲げるところに従い、市長に申し出ることができる。 

 ⑴ 地区計画等の決定等の申出の対象となる土地の区域が、道路その他

の地形、地物等で区切られ、かつ、その面積が３，０００平方メート

ル以上であること。 

 ⑵ 地区計画等の決定等の申出の対象となる土地（国又は地方公共団体

の所有している土地で公共施設の用に供されるものを除く。以下この

号において同じ。）の区域内の土地の所有権又は建物の所有を目的と

する対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権（臨時設備その他一時使

用のため設定されたことが明らかなものを除く。以下この号において

「借地権」という。）を有する者の２分の１以上の同意（同意した者

が所有するその区域内の土地の地積と同意した者が有する借地権の目

的となっているその区域内の土地の地積の合計が、その区域内の土地

の総地積と借地権の目的となっている土地の総地積との合計の２分の

１以上となる場合に限る。）を得ていること。 

 ⑶ その他規則で定める要件を満たしていること。 

２ 地区計画等の決定等の申出は、当該地区計画等の決定等の申出をする

者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地）を記載した申出書を市長に提出するこ

とにより行われなければならない。 

 （申出に対する措置） 

第３１条 市長は、前条第１項の規定による申出があったときは、まちづ

くり推進会議の意見を聴き、必要があると認めたときは、当該申出に係
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る地区計画等の案を作成する等必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市長は、前項の申出に対する措置その他の対応を決定したときは、申

出者に通知するものとする。 

    第８節 都市計画の決定等の提案に関する手続等 

 （都市計画の決定等の提案手続） 

第３２条 この節の規定は、法第２１条の２から法第２１条の５までに規

定する都市計画の提案制度のうち、市が決定又は変更をする都市計画の

提案に係る支援、手続等について必要な事項を定める。 

 （都市計画提案団体の指定） 

第３３条 法第２１条の２第２項に規定する条例で定める団体は、次に掲

げる団体とする。 

 ⑴ 駅協議会 

 ⑵ 産業・住環境協議会 

 ⑶ 商工会法（昭和３５年法律第８９号）の規定により設立された八潮

市商工会（以下「商工会」という。） 

 ⑷ 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）の規定により設立さ 

れたさいかつ農業協同組合（以下「さいかつ農業協同組合」という。） 

 （都市計画提案面積の最低規模） 

第３４条 施行令第１５条ただし書の規定により条例で定める規模は、３，

０００平方メートルとする。 

 （都市計画の提案の届出等） 

第３５条 市長は、法第２１条の２の規定に基づく都市計画の決定又は変

更の提案を検討しようとする者（以下この条において「都市計画提案検

討者」という。）に対し、都市計画に関する情報の提供その他適切な支

援措置を講ずるものとする。 

２ 都市計画提案検討者は、都市計画の決定又は変更の提案を検討するに

当たっては、あらかじめ都市計画提案検討届出書を市長に届け出なけれ

ばならない。 

３ 都市計画提案検討者は、都市計画の決定又は変更の提案を検討するに

当たっては、当該提案の内容を法令で定める基準及びまちづくり基本計

画に適合させなければならない。 

 （都市計画の提案に関する手続） 

第３６条 法第２１条の２の規定に基づく都市計画の決定又は変更の提案
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をしようとする者（以下この条において「都市計画提案者」という。）

は、都市計画の案を検討するための提案書（以下「都市計画提案書」と

いう。）に規則で定める図書を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

２ 市長は、前項の規定により都市計画提案書が提出されたときは、法第

２１条の２に規定する事項並びに法令に定める基準及びまちづくり基本

計画に適合するかどうかを審査し、適合すると認めるときは、その旨を

公告し、広報等により周知するとともに、当該都市計画提案書を当該公

告の日の翌日から起算して１４日間公衆の縦覧に供しなければならない。 

３ 市長は、前項の公告の日の翌日から起算して１４日以内に、都市計画

提案者の出席を求め、都市計画提案書に基づく都市計画の提案の内容（ 

以下この条において「都市計画提案」という。）についての説明会を開

催し、市民等の意見を聴かなければならない。 

４ 市民等は、第２項の公告の日の翌日から起算して２１日以内に、都市

計画提案に関する意見書を市長に提出することができる。 

５ 市長は、前項の規定により意見書が提出されたときは、速やかにその

意見書の要旨を都市計画提案者に送付しなければならない。 

６ 都市計画提案者は、前項の規定により意見書の要旨の送付を受けたと

きは、当該意見書の要旨に対する見解書を市長に提出しなければならな

い。 

７ 市長は、前項の規定により見解書が提出されたときは、当該見解書を

速やかに公表しなければならない。 

８ 市長は、説明会、意見書及び見解書の内容を考慮し、必要があると認

めるときは、公聴会の開催その他必要な措置を講ずることができる。 

９ 市長は、説明会、意見書、見解書、公聴会の内容等を考慮し、市長の

見解を付して、当該都市計画提案についてまちづくり推進会議の意見を

聴かなければならない。 

10 市長は、前項の見解に基づき、都市計画の決定又は変更をする必要が

あると認めるときは速やかに都市計画の案を作成し、都市計画の決定又

は変更をする必要がないと認めるときは同項の見解に説明会の結果の概

要、意見書の要旨、見解書及びまちづくり推進会議の意見を付して都市

計画審議会の意見を聴かなければならない。 

    第９節 建築協定 
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 （建築協定の趣旨） 

第３７条 この節の規定は、建築基準法第６９条の規定に基づき、必要な

事項を定めるものとする。 

 （建築協定の締結） 

第３８条 住宅地としての環境又は商店街としての利便を高度に維持増進

する等建築物の利用を増進し、かつ、土地の環境を改善するため、土地

の所有者及び借地権を有する者は、その権利の目的となっている土地に

ついて一定の区域を定め、その区域内における建築物の敷地、位置、構

造、用途、形態、意匠又は建築設備に関する基準についての協定（以下

「建築協定」という。）を締結することができる。 

２ 建築協定に関する内容は、建築に関する法律、政令その他の法令に適

合するものでなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、建築協定に関し必要な事項は、規則で定

める。 

   第５章 美しい街並みづくり 

    第１節 景観計画 

 （景観基本計画） 

第３９条 市長は、良好な景観の形成によるまちづくりに関する施策を総

合的かつ計画的に実施するため、八潮市景観まちづくり基本計画（以下

「景観基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長は、景観基本計画を変更しようとするときは、市民等の意見を反

映するために必要な措置を講ずるとともに、まちづくり推進会議の意見

を聴かなければならない。 

３ 市長は、景観基本計画を変更したときは、速やかに公表しなければな

らない。 

 （景観計画） 

第４０条 市長は、景観法第８条第１項の規定により景観計画（以下「景

観計画」という。）を定めるときは、前条第１項の規定により定められ

た景観基本計画に適合するよう策定しなければならない。 

２ 市長は、景観計画において、特に地域性を生かした景観まちづくりを

推進する必要がある区域を景観計画特定区域（以下「特定区域」という 

。）として定めることができる。 

３ 市長は、景観計画を変更しようとするときは、景観法第９条の定めに



- 21 - 

よるほか、まちづくり推進会議の意見を聴かなければならない。 

    第２節 景観法による委任 

 （届出対象行為等） 

第４１条 景観法第１６条第１項第４号に規定する条例で定める届出を要

する行為は、景観法施行令（平成１６年政令第３９８号）第４条第４号

に掲げる屋外における物件のたい積（廃棄物の処理及び清掃に関する法

律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物及び八

潮市土砂等のたい積及び投棄の規制に関する条例（平成１６年条例第２

７号）第２条第１号に規定する土砂等のたい積を除く。）であって、別

表第１の２特定区域の部中川周辺地区特定区域の項⑴に掲げるもの以外

のものとする。 

２ 景観法第１６条第７項第１１号に規定する条例で定める届出を要しな

い行為は、別表第１（同表の２特定区域の部中川周辺地区特定区域の項

⑴に掲げるものを除く。）に掲げる行為とする。 

 （届出書等） 

第４２条 景観法第１６条第１項による届出をしようとする者は、第７５

条第１項の開発事業申請書の提出と同時に届け出るものとする。 

２ 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号）第１条第２項

第４号に規定する条例で定める図書は、景観法第１６条第１項の規定に 

よる届出に係る建築物等を示す図書で、完成鳥瞰
かん

図又はこれに準ずるも

のとする。 

３ 前条第１項に掲げる行為に係る景観法第１６条第１項の規定による届

出は、同項に規定する事項を記載した届出書に規則で定める図書を添付

して行うものとする。 

 （特定届出対象行為等） 

第４３条 景観法第１７条第１項に規定する特定届出対象行為は、別表第

２に掲げる行為とする。 

２ 市長は、景観法第１７条第１項の規定による命令をしようとする場合

は、まちづくり推進会議の意見を聴かなければならない。 

 （景観計画提案団体の指定等） 

第４４条 景観法第１１条第２項に規定する条例で定める団体は、次に掲

げる団体とする。 

 ⑴ 駅協議会 



- 22 - 

 ⑵ 産業・住環境協議会 

 ⑶ 地域まちづくり活動団体 

 ⑷ テーマ型まちづくり活動団体 

 ⑸ 商工会 

 ⑹ さいかつ農業協同組合 

 ⑺ その他規則で定めるもの 

２ 市長は、景観法第１１条の規定に基づく計画提案が行われたときは、

景観計画の策定又は変更をする必要があるかどうかを判断するため、ま

ちづくり推進会議の意見を聴かなければならない。この場合においては 

、当該計画提案に添付された景観計画の素案を添えなければならない。 

    第３節 特定区域等の景観形成 

 （マスターアーキテクトの委嘱等） 

第４５条 市長は、八潮の特性を生かした良好な景観の形成を図るため、

建築デザインに関して優れた知見と実績を有する者の中から建築デザイ

ンを統括する者（以下「マスターアーキテクト」という。）を委嘱する。 

２ マスターアーキテクトは、景観基本計画及び景観ガイドライン（景観

計画において定める景観形成基準及び色彩基準をいう。）の作成又は変

更、次条に規定する設計競技方式の実施、第９３条第１項各号に規定す

る大規模開発事業のデザインに関することその他規則で定める事項につ

いて、市長に対する必要な助言及び開発事業者に対する必要な助言又は

指導を行うことができる。 

３ マスターアーキテクトは、前項の助言又は指導を行うに当たっては、

景観基本計画及び景観計画の趣旨を尊重しなければならない。 

 （設計競技方式の要請） 

第４６条 市長は、特定区域及び規則で定める区域（第３項において「特

定区域等」という。）において、開発区域の面積が５，０００平方メー

トル以上の開発事業又は建築物の延べ面積の合計が１０，０００平方メ

ートル以上の建築を行おうとする開発事業者に対し、設計競技方式を採

用するよう要請することができる。 

２ 開発事業者は、前項の要請に基づき、設計競技方式を実施しようとす

る場合は、当該設計競技方式の実施要領等について、市長及びマスター

アーキテクトから助言を受けることができる。 

３ 市長は、第１項の開発事業者のほか、開発事業が特定区域等における
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景観形成に大きな影響を及ぼす可能性があると認める場合は、当該開発

事業を行おうとする者に対し、設計競技方式に関する助言を行うことが

できる。 

    第４節 公共施設等のデザイン協議 

 （先導的役割） 

第４７条 市長は、市が行う公共施設及び公共建築物等における木材の促

進に関する法律（平成２２年法律第３６号）に規定する公共建築物（以

下「公共施設等」という。）の整備に当たっては、良好な景観まちづく

りが達成されるよう先導的役割を果たさなければならない。 

２ 市内で行われる全ての公共施設等の計画及び事業は、景観基本計画及

び景観計画に適合するよう計画されなければならない。 

 （公共施設等のデザイン協議等） 

第４８条 公共施設等の整備で次に掲げる行為を行おうとする、国、地方

公共団体その他これらに準ずるものとして規則で定める法人（以下この

条において「公共施設等整備事業者」という。）は、当該公共施設等の

計画の初期段階において、規則で定めるところにより、その旨を市長に

届け出て、良好な景観まちづくりに向けての協議を行わなければならな

い。 

 ⑴ 延べ面積の合計が１，０００平方メートル以上の建築物の建築 

 ⑵ 施工面積が１０，０００平方メートル以上の公園、広場等の築造又

は改良 

 ⑶ その他市長がまちづくり推進会議の意見を聴いて指定したもの 

２ 公共施設等整備事業者は、前項の規定による届出を行ってから６０日

以内に、住民の意見を反映させるため当該公共施設等の整備に係る説明

会の開催その他必要な措置を講ずるとともに、速やかにその結果を市長

に書面で報告しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による報告を受けたときは、公共施設等整備事業

者と良好な景観まちづくりについての協議を行うものとする。 

４ 市長は、前項の協議を行うに当たっては、まちづくり推進会議の意見

を聴かなければならない。 

５ 市長及び公共施設等整備事業者は、第３項の協議が整ったときは、規

則で定めるところにより、当該公共施設等の景観の形成に関する協定を

締結しなければならない。 
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６ 公共施設等整備事業者は、前項の協定の締結後でなければ、当該公共

施設等の整備に着手してはならない。 

   第６章 環境と緑のまちづくり 

    第１節 基本計画等 

 （環境配慮指針の遵守） 

第４９条 開発事業者は、八潮市環境基本計画に定める自然環境分野、生

活環境分野、快適環境分野、地球環境分野及び環境活動分野の環境配慮

指針を遵守するよう努めるものとする。 

 （緑の基本計画等） 

第５０条 市長は、市の特性を生かした緑豊かなまちづくりを総合的かつ

計画的に実施するため、都市緑地法第４条第１項の規定に基づく基本計

画（以下「緑の基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長は、緑の基本計画を策定し、又は変更しようとするときは、都市

緑地法第４条の定めによるほか、まちづくり推進会議の意見を聴かなけ

ればならない。 

 （雨水の有効利用等） 

第５１条 市長は、雨水を有効利用する環境づくりの推進及び都市型水害

の軽減のため、雨水の有効利用及び流出抑制に努めるものとする。 

２ 市民等及び開発事業者は、雨水の有効利用及び流出抑制に努めるもの

とする。 

 （雨水の貯留施設の届出） 

第５２条 建築主は、雨水の貯留施設を設置するときは、第６５条に規定

する建築確認申請等前の届出を行うときに、その内容を市長に届け出な

ければならない。 

 （緑と花いっぱい運動） 

第５３条 市長は、緑と花のあるまちづくりを進めるため、市民等と協働

して緑と花いっぱい運動（苗木の配布その他規則で定めるものをいう。

以下同じ。）を推進するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する運動の推進を図るため、地域まちづくり活動

団体、ご近所まちづくり協定について認定を受けた者、施設管理型まち

づくり協定を締結した者、テーマ型まちづくり活動団体等に対し、協力

を要請することができる。 

 （緑化の推進） 
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第５４条 市長は、別表第３に定める基準に基づき、市が設置し、又は管

理する公共施設等の緑化を推進するものとする。 

２ 市民等は、別表第３に定める基準に基づき、緑化に努めるとともに、

地域における緑化の推進活動に積極的に参加するよう努めるものとする。 

３ 開発事業者は、別表第３に定める基準に基づき、緑化に努めなければ

ならない。 

 （緑化の届出） 

第５５条 開発事業者は、あらかじめ別表第３で定める基準に基づき緑化

計画書を作成し、市長に届け出なければならない。ただし、開発区域が

次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

⑴ 商業地域又は近隣商業地域内である場合 

⑵ 一戸建ての住宅の敷地の場合 

⑶ その面積が３，０００平方メートル以上の場合 

２ 前項の規定による届出を行った者は、その緑地の適切な維持管理に努

めなければならない。 

 （緑の基金への協力） 

第５６条 市長は、緑化の推進及び緑の保全を図るため、開発事業者に対

し、八潮市緑の基金（八潮市緑の基金条例（平成２１年条例第３号）第

１条に規定する八潮市緑の基金をいう。以下同じ。）への協力を要請す

ることができる。 

    第２節 農地を生かしたまちづくりの推進 

 （ガーデンコミュニティ制度） 

第５７条 市長は、農地を生かした緑豊かなまちづくりを推進するため、

農地の所有者及び市民等の協力を得て、農地の耕作、管理等を農地の所

有者及び市民等の参加と協働により行う制度（以下「ガーデンコミュニ

ティ制度」という。）の普及と啓発を図るものとする。 

 （登録、手続等） 

第５８条 農地の耕作、管理等について協力を受けることを希望する農地

の所有者は、規則で定めるところにより、対象とする農地、協力の期間

等を市に登録することができる。 

２ 農地の耕作、管理等への協力を希望する者は、規則で定めるところに

より、当該希望する者の住所、氏名等を市に登録することができる。 

３ 市長は、第１項の規定による登録の内容を前項の規定による登録をし
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た者（以下この条において「農園サポーター」という。）に提供すると

ともに、前項の規定による登録の内容を第１項の規定による登録をした

者（以下この条において「コミュニティ農地所有者」という。）に提供

して、コミュニティ農地所有者と農園サポーターが、相互に協力してガ

ーデンコミュニティ制度を活用できるよう、話合いの場の提供その他必

要な措置を講ずるものとする。 

４ コミュニティ農地所有者及び農園サポーターは、農地の耕作、管理等

について協議し、協議が整ったときは、当該協議の内容を記載した書面

を作成し、協定を締結するものとする。 

５ 市長は、前項の規定による協定の締結について、必要な支援及び助言

を行うことができる。 

 （農地の認定等） 

第５９条 市長は、前条第４項により協定が締結された農地を、ガーデン

コミュニティ制度を実施する農地として認定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により農地を認定したときは、ガーデンコミュニ

ティ制度を実施する農地である旨を記載した標識を設置するものとする。 

    第３節 緑の保全 

 （樹木、樹林、生垣等の保存） 

第６０条 市民等及び開発事業者は、現存する樹木、樹林、生垣等を保存

するよう努めなければならない。 

 （保存樹木等の指定等） 

第６１条 市長は、緑豊かなまちづくりを推進するため、規則で定めると

ころにより、保存樹木、樹林及び生垣（以下「保存樹木等」という。）

を、当該保存樹木等の所有者と協議の上、指定することができる。 

２ 前項に規定するほか、保存樹木等の所有者は、市長に対し、保存樹木

等の指定を申請することができる。 

３ 市長は、保存樹木等の指定をするときは、その旨を当該保存樹木等の

所有者に通知するものとする。 

４ 市長は、保存樹木等の指定をしたときは、規則で定めるところにより 

、標識を設置しなければならない。 

５ 保存樹木等の指定を受けた所有者（以下「保存樹木等所有者」という 

。）は、保存樹木等を適正に保存し、周辺の環境を良好に保つように努

めなければならない。 
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６ 市民等は、保存樹木等が大切に保存されるよう協力しなければならな

い。 

 （行為の届出） 

第６２条 保存樹木等所有者は、次の各号のいずれかに該当するときは、

規則で定めるところにより、速やかにその旨を市長に届け出なければな

らない。 

 ⑴ 保存樹木等を伐採しようとするとき。 

 ⑵ 保存樹木等が枯死又は著しく折損したとき。 

 ⑶ 保存樹木等に係る土地の所有権又はその他の権利を他に移転しよう

とするとき。 

 ⑷ 保存樹木等の本数、面積、延長等を変更しようとするとき。 

 （指定の解除） 

第６３条 市長は、指定をした保存樹木等が規則で定める指定基準に該当

しなくなったときは、その指定を解除しなければならない。 

２ 市長は、公益上の理由その他の特別な理由があるときは、保存樹木等

の指定を解除することができる。 

３ 市長は、保存樹木等所有者から指定の解除の申請があったときは、協

議の上、これを解除することができる。 

４ 市長は、前３項の規定により指定を解除したときは、その旨を保存樹

木等の所有者に通知するものとする。 

   第７章 秩序あるまちづくり 

    第１節 開発事業に関する基本方針 

第６４条 開発事業は、関係法令並びに基本理念及びまちづくり基本計画

に適合するものでなければならない。 

２ 開発事業者は、第３節及び第６節の規定の適用を受ける開発事業の計

画に当たっては、第７節に規定する基準に適合するようにしなければな

らない。 

３ 開発事業者は、開発事業の計画に当たっては、八潮の特性である緑と

農を生かした良好な自然環境の保全と創造を基調としたまちづくりに適

合させるよう努めるものとする。 

    第２節 建築確認申請等に係る届出等 

第６５条 建築確認申請等を行う建築主は、当該建築確認申請等に係る計

画の概要について、規則で定めるところにより、当該建築確認申請等を
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行う前に市長に届け出なければならない。ただし、次節及び第６節の規

定の適用を受ける開発事業については、この限りでない。 

２ 市長は、前項本文の規定による届出があったときは、建築確認申請等

に係る計画の概要に関する意見及び指摘事項その他必要な事項を記載し

た通知書を建築主に交付するものとする。 

３ 市長は、第１項本文の規定による届出があった場合において、まちづ

くり基本計画と整合した良好なまちづくりを推進するために必要がある

と認めるときは、建築主に対し、必要な措置を講ずるよう助言又は指導

を行うことができる。 

４ 市長は、第１項本文の規定による届出があったときは、狭あいな生活

道路の拡幅整備等良好なまちづくりを推進するために必要な施策を実施

するものとする。 

５ 市長は、建築行為を通して良好なまちづくりを推進するため、県及び

指定確認検査機関（建築基準法第７７条の２１に規定する指定確認検査

機関をいう。）と連携を図るよう努めるものとする。 

    第３節 開発事業の手続 

 （開発基本計画の届出等） 

第６６条 開発事業者は、次の各号のいずれかに該当する開発事業を行お

うとするときは、当該開発事業に係る設計に着手する前に、規則で定め

るところにより、当該開発事業の基本計画（以下「開発基本計画」とい

う。）を市長に届け出なければならない。 

 ⑴ 開発区域の面積が５００平方メートル以上の開発事業 

 ⑵ 中高層建築物（地盤面からの高さが１０メートルを超える建築物。

ただし、地階を除く階数が３以下の自己の居住する専用住宅を目的と

した建築物を除く。）の建築 

 ⑶ 建築物の延べ面積の合計が５００平方メートル以上の建築 

 ⑷ 駅周辺まちづくり計画、産業・住環境共生まちづくり計画又は推進

地区まちづくり計画が決定されている地区内における開発事業 

 ⑸ 市長がまちづくり推進会議の意見を聴いて、地域まちづくり計画と

して認定した区域（以下「地域まちづくり計画区域」という。）内で

行う開発事業 

 ⑹ 建築物の用途の変更で、変更する部分の床面積の合計が１，０００

平方メートル以上の開発事業 
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２ 一団の土地（同一敷地であった等、一体的利用がなされていた土地及

び所有者が同一であった土地をいう。）又は隣接した土地において、同

時に又は引き続いて行う開発事業であって、全体として一体的な土地の

利用を行う場合は、これらの開発事業は一の開発事業とみなす。 

３ 前項の規定は、先行する開発事業とこれに引き続く開発事業の間に開

発事業者の関連性が認められないもの及び先行する開発事業に関して法

第２９条に基づく開発許可を要する場合であって、法第３６条第３項の

規定による公告の日以後に開発基本計画の届出があったものについては 

、適用しない。 

 （開発基本計画の周知等） 

第６７条 市長は、開発基本計画の届出があったときは、速やかにその旨

を公告するとともに、当該開発基本計画の写しを当該公告の日の翌日か

ら起算して３０日間公衆の縦覧に供しなければならない。 

２ 開発事業者は、開発基本計画を届け出たときは、当該届出の日の翌日

から起算して７日以内に、規則で定めるところにより、標識を開発区域

内の見やすい場所に設置しなければならない。 

３ 前項の標識は、第７１条第１項の案内板を設置するまでの間、設置し

ておかなければならない。 

４ 開発事業者は、第２項の規定により標識を設置したときは、速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。 

５ 開発事業者は、第２項の規定により標識を設置した日の翌日から起算

して１４日以内に、近隣住民に対し、説明会等により開発基本計画の内

容を説明し、当該開発基本計画に関する意見及び要望を聴かなければな

らない。 

６ 開発事業者は、開発基本計画の内容について周辺住民から説明を求め

られたときは、説明会等により当該開発基本計画の内容を説明し、当該

開発基本計画に関する意見及び要望を聴かなければならない。 

７ 開発事業者は、第５項の説明会等の結果の概要並びに近隣住民からの

意見及び要望の内容を記載した報告書（以下「近隣住民説明実施報告書 

」という。）並びに前項の説明会等の結果の概要を記載した報告書（以

下「周辺住民説明実施報告書」という。）を、規則で定めるところによ

り、市長に提出しなければならない。 

８ 市長は、近隣住民説明実施報告書及び周辺住民説明実施報告書が提出
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されたときは、速やかにその旨を公告するとともに、それぞれの報告書

の写しを当該公告の日の翌日から起算して７日間公衆の縦覧に供しなけ

ればならない。 

 （開発事業の事前協議等） 

第６８条 開発事業者は、近隣住民説明実施報告書及び周辺住民説明実施

報告書の提出後（第８５条第３項の規定の適用を受ける開発事業にあっ

ては、前条第４項の規定による届出の日の翌日から起算して７日を経過

した後）、規則で定めるところにより、開発事業事前協議書（以下「事

前協議書」という。）を市長に提出し、市長と協議しなければならない。 

２ 開発事業者は、事前協議書の作成に当たっては、近隣住民及び周辺住

民の意見及び要望を踏まえ、良好なまちづくりに寄与するよう努めなけ

ればならない。 

３ 市長は、第１項の規定による協議（以下「事前協議」という。）を行

うに当たっては、基本理念にのっとり、市が実施する施策との調和を図

るため、開発事業者に対し、適切な助言又は指導を行うことができる。 

４ 市長は、事前協議を行うに当たっては、公共施設及び保育所その他規

則で定める公益施設（以下「公共・公益施設」という。）の整備につい

て、開発事業者に適切な負担を求めることができる。 

 （事前協議書の公開） 

第６９条 市長は、前条第１項の規定により事前協議書が提出されたとき

は、速やかにその旨を公告するとともに、当該事前協議書の写しを当該

公告の日の翌日から起算して３０日間公衆の縦覧に供しなければならな

い。 

 （まちづくりアドバイザーの助言） 

第７０条 市長は、事前協議があった場合において、その内容について第

７６条第１項に規定する審査に関して判断するに当たり必要があると認

めるときは、まちづくりアドバイザーに助言を求めることができる。 

 （近隣住民及び周辺住民への周知等） 

第７１条 開発事業者は、第６８条第１項の規定により事前協議書を提出

したときは、当該提出の日から起算して７日以内に、規則で定めるとこ

ろにより、事業計画の案内板（以下「案内板」という。）を開発区域内

の見やすい場所に設置しなければならない。 

２ 前項の案内板は、開発事業が完了するまでの間、設置しておかなけれ
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ばならない。 

３ 開発事業者は、第１項の規定により案内板を設置したときは、速やか

にその旨を市長に届け出なければならない。 

４ 中高層建築物の開発事業者は、前項の案内板を設置した後、速やかに

近隣住民に対し、当該中高層建築物の建築計画の概要を説明しなければ

ならない。 

５ 市長は、近隣住民の要望その他必要があると認めるときは、開発事業

者に対し、説明を行うよう求めることができる。 

６ 開発事業者は、開発事業について近隣住民又は周辺住民から説明を求

められたときは、その内容を説明しなければならない。 

 （開発事業に関する意見書の提出） 

第７２条 近隣住民は、第６９条の公告の日の翌日から起算して１４日以

内に、開発事業に関する意見書を市長に提出することができる。 

２ 市長は、前項の規定により意見書が提出されたときは、同項に規定す

る期間が経過した後、速やかに、当該意見書の写しを開発事業者に送付

しなければならない。 

 （開発事業に関する協議調整会の開催） 

第７３条 満２０歳以上の近隣住民の過半数の連署を持った近隣住民（以

下この条において「連署住民」という。）又は開発事業者は、第６９条

の公告の日の翌日から起算して２１日以内に、市長に対し、近隣住民及

び開発事業者の協議又は調整のための会議（以下「協議調整会」という 

。）の開催を求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定により開催の求めがあったときは、開催の日時等

を公告の上、公開による協議調整会を開催しなければならない。 

３ 第１項の規定により協議調整会の開催を求めた連署住民の代表者又は

開発事業者（以下この項において「請求者」という。）は、市長から協

議調整会に出席して意見を述べることを求められたときは、これに応じ

なければならない。この場合において、市長は、請求者が連署住民の代

表者である場合には開発事業者に対して、請求者が開発事業者である場

合には近隣住民に対してその出席を求めることができる。 

 （指導書の交付） 

第７４条 市長は、まちづくり基本計画、第７２条第１項の意見書及び前

条の協議調整会の内容を踏まえ、開発事業に係る市の指導事項を記載し
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た書面（以下「指導書」という。）を作成し、原則として事前協議書が

提出された日の翌日から起算して６０日（前条の協議調整会の開催の求

めがあった日から当該協議調整会の最終の開催の日までの期間を除く。 

）以内に開発事業者に交付しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により指導書を交付したときは、速やかにその旨

を公告するとともに、当該指導書の写しを当該公告の日の翌日から起算

して１４日間公衆の縦覧に供しなければならない。 

３ 市長は、第１項の指導書の交付に当たっては、必要に応じて、まちづ

くり推進会議の意見を聴くことができる。 

 （開発事業の申請等） 

第７５条 開発事業者は、前条第１項の指導書の交付を受けた後、まちづ

くり基本計画、第７２条第１項の意見書、協議調整会及び指導書の内容

を十分尊重して、開発事業について、規則で定めるところにより、開発

事業申請書及び指導書に対する見解書（以下「開発事業申請書等」とい

う。）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により開発事業申請書等が提出されたときは、速

やかにその旨を公告するとともに、当該開発事業申請書等の写しを当該

公告の日の翌日から起算して３０日間公衆の縦覧に供しなければならな

い。 

 （開発基準の適合審査） 

第７６条 市長は、前条第１項の規定により開発事業申請書等が提出され

たときは、その内容が次に掲げる基準（以下「開発適合審査基準」とい

う。）に適合しているかどうかを審査するものとする。 

 ⑴ 別表第４に定める開発事業の基準 

 ⑵ 第８８条に規定する大規模開発事業にあっては第９３条第１項の地

域特性基準 

２ 法第１２条の５第２項第１号に規定する地区整備計画又は駅周辺まち

づくり計画、産業・住環境共生まちづくり計画、推進地区まちづくり計

画、地域まちづくり計画若しくは建築協定の区域内において、前項に掲

げる基準と異なる基準が定められているときは、その異なる基準を開発

適合審査基準とみなす。 

 （開発基準の適合確認通知等） 

第７７条 市長は、前条第１項の規定による審査の結果、開発事業申請書
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等が開発適合審査基準に適合していると認めるときはその旨を記載した

書面（以下「開発基準適合確認通知書」という。）を、適合していない

と認めるときは補正すべき内容及びその理由並びに補正の期限を記載し

た書面（以下「開発事業計画補正通知書」という。）を規則で定める期

間内に開発事業者に交付するものとする。 

２ 市長は、開発事業計画補正通知書の交付を受けた開発事業者が、当該

通知書の内容に従って補正をしたときは開発基準適合確認通知書を、当

該通知書の内容に従った補正をしないときはいずれの基準に適合しない

かについて記載した書面（次項において「開発基準不適合通知書」とい

う。）を当該開発事業者に交付するものとする。 

３ 市長は、前２項の規定により開発基準適合確認通知書又は開発基準不

適合通知書を交付したときは、速やかにその旨を公告するとともに、当

該通知書の写しを当該公告の日の翌日から起算して１４日間公衆の縦覧

に供しなければならない。 

 （開発事業に関する協定） 

第７８条 市長及び開発事業者は、開発基準適合確認通知書の交付後、法

第２９条の規定による許可、建築基準法第６条第１項又は同法第６条の

２第１項の規定による申請その他土地利用に関する法令又は他の条例に

基づく申請等を行う前に、公共・公益施設、雨水流出抑制施設（別表第

４に規定する雨水流出抑制施設をいう。）、緑地等に関して協議し、そ

の結果を記載した書面を作成して、協定を締結しなければならない。 

２ 前項の規定は、同項に規定する協定の内容を変更する場合について準

用する。ただし、規則で定める軽易な変更については、この限りでない。 

 （開発事業の変更の申請等） 

第７９条 開発事業者は、第７５条第１項の規定による申請から開発基準

適合確認通知書の交付を受けるまでの間に、開発事業の計画を変更しよ

うとするときは、遅滞なくその旨を書面により市長に届け出なければな

らない。ただし、開発事業計画補正通知書に基づく変更又は規則で定め

る軽易な変更をするときは、この限りでない。 

２ 開発事業者は、開発基準適合確認通知書の交付後に開発事業の計画を

変更しようとするときは、変更の内容等を記載した書面を市長に提出し 

、変更しようとする内容が開発適合審査基準に適合していることを確認

した書面（以下「開発基準適合再確認通知書」という。）の交付を受け
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なければならない。ただし、規則で定める軽易な変更については、この

限りでない。 

３ 開発事業者は、前２項の規定による届出又は申請をするときは、あら

かじめ案内板に記載された事項の変更を行うとともに、当該届出又は申

請後遅滞なく、第６７条第５項又は第６項に規定する説明を受けた者に

対しては当該変更した事項を、当該開発事業の計画の変更により新たに

近隣住民又は周辺住民になる者に対しては当該開発事業の内容を説明し

なければならない。 

 （開発事業に関する工事着手等の制限） 

第８０条 開発事業者は、開発基準適合確認通知書の交付を受けた日以後

でなければ、開発事業に関する工事に着手してはならない。 

２ 開発事業者は、第７８条第１項に規定する協定の締結を行った日以後

でなければ、開発事業に関する工事に着手してはならない。 

３ 開発事業者は、開発基準適合再確認通知書の交付を受けなければなら

ないときは、開発基準適合再確認通知書の交付を受けた日以後でなけれ

ば開発事業に関する工事に着手してはならない。この場合において、既

に開発事業に関する工事に着手しているときは、直ちに当該工事を停止

しなければならない。 

 （工事の施工等） 

第８１条 開発事業者は、開発事業に関する工事に着手する前に、当該工

事の施工方法等について、近隣住民、周辺住民その他規則で定める者と

協議し、工事の施工方法等に関する協定を締結するよう努めなければな

らない。 

２ 開発事業者は、開発事業に関する工事に着手したときは、規則で定め

るところにより、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

３ 開発事業者は、開発事業に関する工事が完了したときは、規則で定め

るところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

４ 開発事業者は、開発事業に関する工事を中断し、又は廃止したときは 

、規則で定めるところにより速やかにその旨を市長に届け出るとともに 

、安全上必要な措置をとり、又は当該開発事業に係る公共施設を原状回

復し、規則で定めるところにより周知しなければならない。 

 （工事の検査等） 

第８２条 開発事業者は、開発事業に関する工事について、規則で定める
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ところにより、市長が行う中間検査及び完了検査を受けなければならな

い。 

２ 市長は、前項の完了検査により、当該工事が開発基準適合確認通知書

の内容に適合していると認めるときは完了検査が終了した旨の通知書（ 

以下「完了検査適合通知書」という。）を、適合していないと認めると

きはその理由及び期限を付して是正すべき内容を記載した通知書を、規

則で定めるところにより、当該開発事業者に交付しなければならない。 

３ 開発事業者は、完了検査適合通知書を交付された日以後でなければ当

該開発事業により建築される建築物又は設置される施設の使用を開始し

てはならない。ただし、市長がやむを得ないと認めるときは、この限り

でない。 

 （公共・公益施設の管理及び帰属） 

第８３条 開発事業に係る公共・公益施設は、完了検査適合通知書を交付

した日（法第２９条に基づく開発許可を要する開発事業にあっては、法

第３６条第３項の規定による公告の日）の翌日から市の管理に属するも

のとする。ただし、法律に定めのあるもの又は第７８条第１項の規定に

より締結した協定により別に定めたものについては、この限りでない。 

２ 前項の規定は、同項に規定する公共・公益施設又はその用に供する土

地の市への帰属について準用する。 

 （隣接市等の区域に影響を及ぼす開発事業等の取扱い） 

第８４条 市長は、市の区域内において行われる開発事業であって隣接す

る市又は区（以下この条において「隣接市等」という。）の区域に影響

を及ぼすと認めるもの及び隣接市等の区域内において行われる開発事業

であって市の区域に影響を及ぼすと認めるものに関する手続等について 

、隣接市等の長に対し、協定の締結等必要な措置を講ずるよう協力を求

めることができる。 

２ 開発事業者は、市の区域内において自らが行う開発事業の影響が隣接

市等の区域に及ぶことが予想されるときは、市長及び当該隣接市等の長

と協議し、適切な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 （開発事業の手続の特例） 

第８５条 市長は、第６６条第１項第４号又は第５号の地区又は区域内に

おいて行う開発事業にあっては、第６８条第１項の規定により提出され

た事前協議書の内容が、当該開発事業に係る地区又は区域内を対象とす
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る第１０条第１項に掲げる計画に明らかに適合していない事項がないと

認めるときは、その旨を記載した書面（次項において「まちづくり計画

確認通知書」という。）を開発事業者に交付するものとする。 

２ まちづくり計画確認通知書の交付があったときは、第６７条から第８

３条までに規定する手続が行われたものとみなす。 

３ 開発区域の面積が１，０００平方メートル未満であって、次の各号の

いずれかに該当する開発事業については、第６７条第５項から第８項ま

での規定は、適用しない。ただし、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

に規定する廃棄物処理場を除く。 

 ⑴ 建築物の高さが１０メートル以下の開発事業 

 ⑵ 建築物の建築を伴わない開発事業 

４ 市長は、近隣住民説明実施報告書及び周辺住民説明実施報告書の内容

並びに第６７条第８項の規定による縦覧の結果を踏まえ、開発事業につ

いて近隣住民及び周辺住民の理解が得られていると認めるときは、開発

事業者の申請に基づき、第７２条から第７４条までに規定する手続を適

用しないこと（次項において「開発事業の速達手続」という。）ができ

る。 

５ 市長は、開発事業の速達手続を行うときは、その旨を公告するととも

に、当該開発事業者に通知しなければならない。 

６ 満２０歳以上の近隣住民の３分の２以上の連署を持った近隣住民は、

第７５条第２項の公告の日の翌日から起算して１４日以内に、規則で定

めるところにより、開発事業申請書の内容を再考するよう開発事業者に

要請することを記載した書面（次項において「開発事業申請再考要請書 

」という。）を市長に提出することができる。 

７ 市長は、開発事業申請再考要請書が提出されたときは、開発事業者に

対し、開発事業申請書の内容を再考するよう要請するとともに、良好な

まちづくりを推進する観点から、開発事業者及び近隣住民に対し、必要

な助言又は提案を行うことができる。 

８ 市長は、前項の助言又は提案を行うに当たっては、あらかじめまちづ

くり推進会議の意見を聴かなければならない。 

 （開発事業手続台帳の公表） 

第８６条 市長は、開発事業に関する手続の透明性を確保するため、開発

基本計画の届出、事前協議書の提出、指導書の交付、開発事業申請書等
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の提出その他規則で定める開発手続の状況を記載した開発事業手続台帳

を作成し、公表するものとする。 

    第４節 大規模土地取引行為の届出等 

第８７条 ５，０００平方メートル以上の土地に関する所有権、地上権若

しくは賃借権又はこれらの権利の取得を目的とする権利（以下この項に

おいて「土地に関する権利」という。）の移転又は設定（対価を得て行

われるものに限る。）を行う契約（予約を含む。以下この項において「 

大規模土地取引行為」という。）を締結して、土地に関する権利を移転

しようとする者は、当該大規模土地取引行為の日の３月前までに、規則

で定めるところにより、その内容を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、まちづくり基本計画

に照らし、市のまちづくりに関する計画、手続等について必要な情報を

提供するとともに、当該届出に係る内容について助言を行うことができ

る。 

３ 市長は、前項の助言を行うに当たっては、あらかじめまちづくり推進

会議の意見を聴かなければならない。 

    第５節 大規模開発事業の手続 

 （大規模土地利用構想の届出） 

第８８条 次に掲げる開発事業（以下「大規模開発事業」という。）を行

おうとする者（以下「大規模開発事業者」という。）は、当該大規模開

発事業の構想に着手する段階であって、当該構想の変更可能な時期まで

に、規則で定めるところにより、当該大規模開発事業に係る土地利用構

想（以下「大規模土地利用構想」という。）を市長に届け出て、この節

に規定する手続を開発基本計画の届出の前に完了しなければならない。 

 ⑴ 開発区域の面積が５，０００平方メートル以上の開発事業 

 ⑵ 共同住宅で計画戸数が１００戸以上の開発事業 

 ⑶ 建築物の延べ面積の合計が１０，０００平方メートル以上の開発事

業 

 ⑷ 建築物の高さが２５メートルを超える開発事業 

２ 前項の規定は、駅周辺まちづくり計画、産業・住環境共生まちづくり

計画、推進地区まちづくり計画又は地域まちづくり計画区域が定められ

た地区内において行う大規模開発事業であって、当該大規模開発事業の

内容が、当該それぞれの計画に適合していると市長が認めるときは、適
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用しない。 

 （大規模土地利用構想の公開等） 

第８９条 市長は、大規模土地利用構想の届出があったときは、速やかに

その旨を公告するとともに、当該大規模土地利用構想の写しを当該公告

の日の翌日から起算して２１日間公衆の縦覧に供しなければならない。 

２ 大規模開発事業者は、前条第１項の規定により届け出た大規模土地利

用構想を周知するため、前項に規定する期間内に、説明会を開催しなけ

ればならない。 

３ 大規模開発事業者は、前項の規定により説明会を開催したときは、当

該開催の日の翌日から起算して７日以内に、規則で定めるところにより 

、当該説明会の結果の概要を記載した報告書を市長に提出しなければな

らない。 

 （大規模土地利用構想に関する意見書の提出） 

第９０条 市民等は、良好なまちづくりを推進する観点から、前条第１項

の公告の日の翌日から起算して２１日以内に、大規模土地利用構想に関

する意見書を市長に提出することができる。 

２ 市長は、前項の規定により意見書が提出されたときは、前項に規定す

る期間満了後速やかに、当該意見書の写しを大規模開発事業者に送付し

なければならない。 

 （大規模土地利用構想に関する意見書に対する見解書の提出） 

第９１条 大規模開発事業者は、前条第２項の規定による意見書の写しの

送付を受けたときは、当該意見書に対する見解書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の規定により見解書が提出されたときは、速やかにその

旨を公告するとともに、当該見解書及び意見書の写しを当該公告の日の

翌日から起算して１４日間公衆の縦覧に供しなければならない。 

 （大規模土地利用構想に関する公聴会の開催） 

第９２条 市長は、第８９条第３項の報告書、第９０条第１項の意見書及

び前条第１項の見解書の内容を考慮し、必要があると認めるときは、公

聴会を開催することができる。 

２ 市長は、公聴会を開催するときは、開催の日時等を公告するものとす

る。 

３ 大規模開発事業者は、第１項の公聴会に出席して意見を述べるよう市
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長から求められたときは、これに応じなければならない。 

 （大規模土地利用構想に関する基準の通知等） 

第９３条 市長は、大規模開発事業の開発基本計画が、まちづくり基本計

画に適合し、かつ、当該大規模開発事業の計画地の特性や環境に十分配

慮した良好なものとなるよう、第９１条第１項の見解書の提出があった

日（意見書が提出されない場合は、第９０条の意見書の提出の期限の日

の翌日）から４５日以内に、次に掲げる項目のうち必要な事項を地域特

性基準として大規模開発事業者に通知しなければならない。 

 ⑴ 大規模開発事業の計画地周辺の環境及び景観との調和を図るための

建築物の配置、規模、高さ、形態若しくはデザイン又は開発区域内の

緑化等に関する事項 

 ⑵ 大規模開発事業の計画地周辺の道路、河川等の公共施設の状況を踏

まえた建築物の配置、規模、高さ若しくは形態又は開発区域内の駐車

場等に関する事項 

 ⑶ 大規模開発事業の計画地周辺の歴史及び文化財を保全し、及び保護

するための建築物の配置、規模、高さ、形態又はデザインに関する事

項 

２ 市長は、前項の規定による通知を行うに当たっては、あらかじめまち

づくり推進会議の同意を得なければならない。 

３ 市長は、第１項各号に定めるもののほか、大規模土地利用構想につい

て、まちづくり基本計画に適合させるために必要な助言又は指導を行う

ことができる。 

４ 市長は、前項の助言又は指導を行うに当たっては、あらかじめまちづ

くり推進会議の意見を聴かなければならない。 

５ 市長は、第１項の規定により地域特性基準の通知を行ったときは、当

該通知の内容を速やかに公表するとともに、当該地域特性基準に応じた

都市計画の変更その他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

６ 大規模開発事業者は、第１項の規定により地域特性基準の通知を受け

たときは、大規模土地利用構想を当該基準に適合させるとともに、当該

適合させた構想を開発基本計画に反映させなければならない。 

    第６節 小規模開発事業の手続 

 （小規模開発事業の申請等） 

第９４条 第６６条第１項各号以外の開発事業で、開発区域の面積が３０
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０平方メートル以上５００平方メートル未満のもの（第２条第２項第４

号に規定する規則で定める事業を除く。以下「小規模開発事業」という 

。）を行おうとする開発事業者（以下この節において「小規模開発事業

者」という。）は、小規模開発事業に着手する前に、規則で定めるとこ

ろにより、小規模開発事業申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、小規模開発事業の基準による公共施設の整備について、当該

小規模開発事業者に適切な負担を求めることができる。 

 （小規模開発事業の周知等） 

第９５条 小規模開発事業者は、規則で定めるところにより標識を設置し 

、小規模開発事業を近隣住民に周知しなければならない。 

２ 近隣住民は、標識が設置された日の翌日から起算して７日以内に、当

該小規模開発事業者に対し、小規模開発事業の内容について説明を求め

ることができる。 

３ 小規模開発事業者は、前項の規定により説明を求められたときは、規

則で定めるところにより、説明会等を行い、小規模開発事業の内容の周

知を図るとともに、近隣住民の意見を聴かなければならない。 

４ 小規模開発事業者は、前項の説明会等の結果の概要を市長に報告しな

ければならない。 

 （小規模開発事業開発基準の確認通知等） 

第９６条 市長は、第９４条第１項の規定により小規模開発事業申請書の

提出があったときは、小規模開発事業の基準に適合しているかどうかを

審査し、当該小規模開発事業が小規模開発事業の基準に適合していると

認めるときはその旨を記載した書面（以下「小規模開発基準適合確認通

知書」という。）を、適合していないと認めるときは補正すべき内容を

記載した書面（次項において「小規模開発事業計画補正通知書」という 

。）にその理由及び補正の期限を記載した通知を小規模開発事業者に交

付しなければならない。 

２ 市長は、小規模開発事業計画補正通知書の交付を受けた小規模開発事

業者が当該通知書の内容に従って補正をしたときは小規模開発基準適合

確認通知書を、当該通知書の内容に従った補正をしないときはいずれの

基準に適合しないかについて記載した書面を当該小規模開発事業者に交

付しなければならない。 

 （小規模開発事業の廃止等） 
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第９７条 小規模開発事業者は、小規模開発事業申請書の提出後に当該小

規模開発事業を廃止したときは、速やかにその旨を市長に届け出るとと

もに、当該小規模開発事業に係る公共施設を原状回復し、規則で定める

ところにより周知しなければならない。 

２ 小規模開発事業者は、小規模開発基準適合確認通知書の交付を受けな

ければ、建築基準法第６条第１項又は同法第６条の２第１項の規定によ

る申請をしてはならない。 

    第７節 開発事業に関する基準 

 （法に基づく基準） 

第９８条 法に定める開発許可の基準のほか法に基づく技術基準について

は、別表第５に定めるところによる。 

２ 法に定める開発許可の基準のほか法に基づく立地基準については、別

表第６に定めるところによる。 

 （開発事業に基づく基準等） 

第９９条 第７５条第１項の開発事業の基準については、第７６条に定め

るもののほか、規則で定めるところによる。 

２ 第７８条第１項の協定に当たっては、別表第７に定める基準を遵守し

なければならない。 

 （小規模開発事業に基づく基準） 

第１００条 第９４条第１項の小規模開発事業の基準については、別表第

８に定めるところによる。 

 （市街化調整区域内の土地利用の基準） 

第１０１条 法第７条第３項に規定する市街化調整区域であって、市長が

農地の適正な保全又は良好な自然環境若しくは自然景観の維持創出を図

る観点から特に指定した地域（以下この条において「田園自然環境保全

地域」という。）内の開発事業は、市長が別に定める土地利用の基準に

適合するものでなければならない。 

２ 市長は、田園自然環境保全地域を指定する場合は、土地利用の基準を

示して土地所有者等の意見を求めるとともに、まちづくり推進会議の同

意を得なければならない。 

３ 市長は、田園自然環境保全地域を指定したときは、その旨を公告しな

ければならない。 

 （住環境に影響を与える施設の立地抑制） 
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第１０２条 市長は、法第８条第１項第１号に規定する第１種住居地域、

第２種住居地域、準住居地域、準工業地域及び工業地域における住環境

の保全並びに産業環境との共生を図るため、次に掲げる建築物の立地を

適正に抑制し、又は誘導するため、法第８条第１項第２号に規定する特

別用途地区の指定を行うものとする。 

 ⑴ パチンコ店 

 ⑵ ゲームセンター 

 ⑶ ラブホテル 

 ⑷ 葬祭場（業として葬儀等を行うことを主たる目的とした建築物（寺

院等の礼拝施設を有する敷地内に設置するものを除く。）をいう。） 

 ⑸ 墓地（管理施設のあるものに限る。） 

２ 開発事業者は、前項の規定に基づく特別用途地区の指定が行われるま

での間、前項各号に該当する開発事業を行わないよう努めなければなら

ない。 

    第８節 開発事業に係る紛争調整 

 （開発事業紛争調整委員会の設置） 

第１０３条 市長は、紛争の調整を行うため、八潮市開発事業紛争調整委

員会（以下「調整委員会」という。）を置く。 

 （紛争調整の申出） 

第１０４条 当事者の双方は、第４条第６項の規定による自主的な解決の

努力を尽くしても紛争の解決に至らなかったときは、市長に対し、当該

紛争の調整を申し出ることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、当事者の一方であっても、相当な理由を付

して当該紛争の調整を申し出ることができる。 

 （紛争の調整） 

第１０５条 市長は、前条の規定により紛争の調整の申出を受けたときは 

、当該紛争の調整を調整委員会に行わせることができる。 

２ 調整委員会は、紛争の調整のため必要があると認めるときは、当事者

に対し、意見を聴取し、若しくは説明を求め、又は資料の提出を求める

ことができる。 

３ 調整委員会は、紛争の調整のため必要があると認めるときは、当事者

双方が話合いを行うことができるよう必要な措置を講ずるものとする。 

４ 調整委員会は、紛争の解決のため必要があると認めるときは、調整案
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を作成し、これを当事者に示し、期限を定めて当該調整案を受諾するよ

う勧告することができる。 

 （調整の終結等） 

第１０６条 調整委員会は、当事者の双方が合意に達したとき、又は双方

が調整案を受諾したときは、調整を終結させるものとする。 

２ 調整委員会は、紛争について当事者の話合いによる解決の見込みがな

いと認めるときは、当該紛争の調整を打ち切ることができる。 

３ 調整委員会は、第１項の規定により紛争の調整を終結し、又は前項の

規定により紛争の調整を打ち切った場合は、その経過及び結果を速やか

に市長に報告しなければならない。 

    第８章 まちづくりの支援等 

 （まちづくりの支援） 

第１０７条 市長は、次に掲げるまちづくりの計画及び活動について、専

門家の派遣その他のまちづくりに関する支援を行うことができる。 

 ⑴ 第９条各号に規定するまちづくりの計画及び活動 

 ⑵ 第３６条に規定する都市計画の提案を目的としたまちづくりの計画

及び活動 

 ⑶ 建築協定によるまちづくりの計画及び活動 

 ⑷ 景観計画の変更の提案を目的としたまちづくりの計画及び活動 

 ⑸ 前章で規定する秩序あるまちづくりのうち、開発事業に関して近隣

住民又は周辺住民が助言を得ることを目的とした活動 

２ 市長は、次に掲げるまちづくりの活動に対し、予算の範囲内で活動費

の助成その他必要な支援を行うことができる。 

 ⑴ 駅協議会が行うまちづくり活動 

 ⑵ 産業・住環境協議会が行うまちづくり活動 

 ⑶ 地域まちづくり活動団体が行うまちづくり活動 

 ⑷ ご近所まちづくり協定の認定を受けた者が行うまちづくり活動 

 ⑸ 施設管理型まちづくり協定を締結した者が行うまちづくり活動 

 ⑹ テーマ型まちづくり活動団体が行うまちづくり活動 

 ⑺ 第４６条に規定する設計競技方式の実施 

３ 市長は、環境と緑のまちづくりの推進を図るため、次に掲げる事項に

ついて、予算の範囲内で助成その他必要な支援を行うことができる。 

 ⑴ 緑と花いっぱい運動に関すること。 
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 ⑵ 緑化の推進に関すること。 

 ⑶ ガーデンコミュニティ制度に関すること。 

 ⑷ 保存樹木等の維持管理に関すること。 

 ⑸ その他環境と緑のまちづくりの推進を図るため、市長が特に必要と

認めるもの 

４ 市長は、法令等に基づき市街地開発事業等を行おうとする者に対し、

専門家の派遣その他技術的支援を行い、又は予算の範囲内でその活動に

要する費用の一部を助成することができる。 

 （まちづくり支援機関の設置） 

第１０８条 市長は、この条例に定めるまちづくりの仕組みに基づき、市

民等及びこの条例において規定しているまちづくり協議会（駅協議会、

産業・住環境協議会及び推進地区まちづくり協議会をいう。以下同じ。 

）が行うまちづくりを支援するための機関を設置するものとする。 

   第９章 適正な執行 

    第１節 決定された計画の進行管理 

 （まちづくり白書等） 

第１０９条 市長は、この条例に基づく市のまちづくりに関する施策その

他の市のまちづくりの状況についてまちづくり白書（まちづくりの状況

を報告する書類をいう。）を定期的に作成し、これを公表しなければな

らない。 

２ 市長は、第９条各号に規定するまちづくりの計画に関する状況につい

て、まちづくり協議会の協力を得て、まちづくり推進会議に報告しなけ

ればならない。 

 （定期的な見直しの実施） 

第１１０条 この条例は、この条例の施行後おおむね３年から５年ごとに 

、まちづくりに関する状況の変化への的確な対応及び基本理念に則した

まちづくりに関する施策の効果的な推進を図る観点から検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。 

    第２節 補則 

 （適用除外） 

第１１１条 次に掲げる開発事業については、第７章第３節から第８節ま

での規定は、適用しない。 

 ⑴ 法に基づく都市計画事業 
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 ⑵ 国、地方公共団体その他規則で定めるこれらに準ずる法人が行う開

発事業で、計画的な土地利用が行われると市長が認めるもの 

 ⑶ 専ら自己の居住の用に供することが明らかな住宅の建築を目的とす

る開発事業。ただし、住宅の建築を目的として土地の区割りを行う分

譲住宅及び共同住宅の建築を目的とする開発事業を除く。 

 ⑷ 第７８条第１項の規定による協定が締結された開発区域において予

定されている建築物の建築であって、当該協定の内容に従って行われ

るもの 

 ⑸ 建築基準法第８５条第５項の規定による仮設建築物の建築 

 ⑹ 災害のために必要な応急措置として行われる開発事業 

 ⑺ 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で市長が認めるもの 

２ 開発事業であって、地区計画等が定められた地区内におけるもの又は

高度の公益性があると市長が認めるものについては、第７章第３節から

第８節までの規定の全部又は一部は、適用しないことができる。 

 （地位の承継） 

第１１２条 開発事業者について、相続等の一般承継があったときは、被

承継人が行った行為は、相続人その他の一般承継人（以下この条におい

て「相続人等」という。）が行った行為と、被承継人について行われた

行為は相続人等について行われた行為と、それぞれみなす。 

 （報告） 

第１１３条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、まちづくり

協議会、開発事業者並びに開発事業に係る設計者及び工事施工者に対し 

、必要な報告を求めることができる。 

 （立入検査等） 

第１１４条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に

開発区域内に立ち入らせ、工事その他の行為の状況を検査させることが

できる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められた

ものと解してはならない。 

 （工事の停止、中止等の勧告） 

第１１５条 市長は、開発事業者が次の各号のいずれかに該当するときは 
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、当該開発事業者に対し、工事の停止、中止その他必要な措置を講ずる

よう勧告することができる。 

 ⑴ 第６６条第１項に規定する開発基本計画の届出又は第６８条第１項

に規定する事前協議書の提出をせずに工事に着手したとき。 

 ⑵ 開発基準適合確認通知書又は開発基準適合再確認通知書の内容と異

なる工事に着手したとき。 

 ⑶ 第７８条第１項に規定する協定の内容と異なる工事に着手したとき。 

 ⑷ 第８０条第１項又は第３項の規定に違反して工事に着手したとき。 

 ⑸ 第８０条第２項の規定に違反して工事に着手したとき。 

２ 市長は、第１０５条の規定に基づく紛争の調整が必要であると認めた

ときは、開発事業者に対し、工事の着手の延期又は工事の停止を勧告す

ることができる。 

 （是正命令） 

第１１６条 市長は、前条第１項（第３号及び第５号を除く。）の規定に

よる勧告を受けた開発事業者が当該勧告に従わないときは、当該開発事

業者に対して、工事の停止若しくは中止を命じ、又は相当の期限を定め

て違反を是正するために必要な措置を講ずることを命ずることができる。 

２ 市長は、前項の規定による命令をしようとするときは、当該命令をす

る開発事業者に対し、あらかじめ出頭を求めて、意見の聴取を行わなけ

ればならない。ただし、当該開発事業者が正当な理由がなくて意見の聴

取に応じないとき又は緊急やむを得ないときは、この限りでない。 

３ 市長は、命令をしようとする場合（前項ただし書の規定によるときを

除く。）は、まちづくり推進会議の意見を聴かなければならない。 

 （公表） 

第１１７条 市長は、次の各号のいずれかに該当する開発事業者の氏名又

は名称、住所及び違反の事実その他必要な事項を、広報その他市長が適

当と認める方法により、公表することができる。 

 ⑴ 第１１５条に規定する勧告に従わない開発事業者（同条第１項第１

号、第２号又は第４号に該当する場合を除く。） 

 ⑵ 前条第１項に規定する命令に従わない開発事業者 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ当

該開発事業者にその理由を通知し、意見を述べる機会を与えなければな

らない。 
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 （規則への委任） 

第１１８条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

    第３節 罰則 

第１１９条 第１１６条第１項の規定による市長の命令に違反した者は、

６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第１２０条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の

従業者が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をしたときは 

、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２３年１０月１日から施行する。ただし、第４２条

第１項並びに第７章及び第９章並びに附則第２項（第４号及び第６号に

限る。）、第５項、第６項及び第７項（建築紛争調整委員会(注)に係る

部分に限る。）の規定は、平成２４年１月１日から施行する。 

 （八潮市建築協定条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

 ⑴ 八潮市建築協定条例（昭和４８年条例第３３号） 

 ⑵ 八潮市緑化推進及び緑の保全に関する条例（昭和６０年条例第３号） 

 ⑶ 八潮市地区計画等の案の作成手続に関する条例（昭和６３年条例第

２７号） 

 ⑷ 八潮市特定建築物の建築に係る良好な近隣関係の保持に関する条例

（平成１２年条例第３０号） 

 ⑸ 八潮市みんなで景観まちづくり条例（平成１７年条例第３号） 

 ⑹ 八潮市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例（平成１

８年条例第７号） 

 （経過措置） 

３ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に行われた前項（ 

第４号及び第６号を除く。）の規定による廃止前のそれぞれの条例の規

定による指定その他の行為は、この条例の相当規定により行われた指定

その他の行為とみなす。 

４ 建築物の新築行為については、附則第２項の規定による廃止前の八潮

市みんなで景観まちづくり条例第１３条及び第１４条の規定は、平成２

３年１２月３１日までの間は、なおその効力を有する。 
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５ 平成２４年１月１日前に行われた附則第２項（第４号及び第６号に限

る。）による廃止前のそれぞれの条例の規定による許可その他の行為は、

この条例の相当規定により行われた手続その他の行為とみなす。 

６ 平成２４年１月１日前に八潮市宅地開発指導要綱（平成元年告示第３

３号）第５条の規定により事前協議申請書が提出された開発事業につい

ては、第７章の規定は、適用しない。 

 （特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 

７ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

４０年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１中 

 「 

景観まちづくり

審議会(注) 

会長 日額 ７，０００円 １日につき １，０００円 

副会長 日額 ６，０００円 １日につき １，０００円 

委員 日額 ６，０００円 １日につき １，０００円 

景観アドバイザー 日額 １４，０００円 １日につき １，０００円 

建築紛争調整委

員会(注) 

委員長 日額 ２１，０００円 １日につき １，０００円 

委員 日額 ２０，０００円 １日につき １，０００円 

                                  」 

 を 

 「 

まちづくり・景

観推進会議(注) 

会長 日額 ７，０００円 １日につき １，０００円 

副会長 日額 ６，０００円 １日につき １，０００円 

委員 日額 ６，０００円 １日につき １，０００円 

特別委員 日額 ６，０００円 １日につき １，０００円 

まちづくりアドバイザー 日額 １４，０００円 １日につき １，０００円 

マスターアーキテクト 日額 ４０，０００円 １日につき １，０００円 

開発事業紛争調

整委員会(注) 

委員長 日額 ２１，０００円 １日につき １，０００円 

委員 日額 ２０，０００円 １日につき １，０００円 

                                  」 

 に改める。 

 （八潮市屋外広告物条例の一部改正） 

８ 八潮市屋外広告物条例（平成１９年条例第３号）の一部を次のように
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改正する。 

  第１１条第２項中「八潮市みんなで景観まちづくり条例（平成１７年

条例第３号）第２３条に基づき設置された八潮市景観まちづくり審議会

（以下「審議会」という。）」を「八潮市みんなでつくる美しいまちづ

くり条例（平成２３年条例第９号）第６条の規定に基づき設置された八

潮市まちづくり・景観推進会議（以下「まちづくり推進会議」という。 

）」に改める。 

  第３１条（見出しを含む。）中「審議会」を「まちづくり推進会議」

に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年７月１日（以下「施行日」という。）から施行

する。 

 （経過措置） 

２ 施行日前に改正前の八潮市みんなでつくる美しいまちづくり条例の規

定により行われた処分その他の行為は、改正後の八潮市みんなでつくる

美しいまちづくり条例の相当規定により行われた処分その他の行為とみ

なす。 

３ 施行日前に第６６条第１項の規定による開発基本計画に係る届出が行

われ、又は第９４条第１項の規定による小規模開発事業に係る申請が行

われた場合におけるそれぞれの開発事業の基準の適用については、なお

従前の例による。 
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別表第１（第４１条関係） 

項  目 基  準 

１ 景観計画に

定める区域（ 

特定区域を除

く。） 

 

 

⑴ 建築物の建築等で次に掲げるもの 

 ア 移転 

 イ 新築又は改築で延べ面積の合計が５００平方メートル未満か

つ高さ（当該建築物の敷地の平均地盤面からの高さとし、屋上

突出物がある場合は当該突出物の上端における高さとする。以

下同じ。）が１０メートル以下のもの 

 ウ 増築で次に掲げる要件のいずれかに該当するもの 

  (ｱ) 増築後の当該建築物の延べ面積の合計が５００平方メート

ル未満、かつ、高さが１０メートル以下のもの 

  (ｲ) 増築後の当該建築物の延べ面積の合計が５００平方メート

ル以上となるもの又は高さが１０メートルを超えるもので、

増築に係る部分の延べ面積の合計が１０平方メートル以内の

もの（法に基づく防火地域又は準防火地域に指定された地域

は除く。） 

 エ 延べ面積の合計が５００平方メートル以上又は高さが１０メ

ートルを超える建築物の外観を変更することとなる修繕、模様

替又は色彩の変更で、その行為に係る部分が当該建築物におけ

る各壁面の面積の１０分の１未満のもの 

⑵ 建築基準法第８８条第１項及び第２項に規定する工作物（以下

この表において「工作物」という。）の建設等で次に掲げるもの 

 ア 移転又は増築 

 イ 外観を変更することとなる修繕、模様替又は色彩の変更で、

その行為に係る部分が当該工作物における外観の総面積の１０

分の１未満のもの 

⑶ 景観法第１６条第１項第３号に規定する行為 

２ 特

定区

域 

中川周

辺地区

特定区

域以外

の区域 

⑴ 建築物の建築等で次に掲げるもの 

 ア 移転 

 イ 外観を変更することとなる修繕、模様替又は色彩の変更で、

その行為に係る部分が当該建築物における各壁面の面積の１０

分の１未満のもの 

⑵ 工作物の建設等で次に掲げるもの 

 ア 移転又は増築 

 イ 外観を変更することとなる修繕、模様替又は色彩の変更で、

その行為に係る部分が当該工作物における外観の総面積の１０
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分の１未満のもの 

⑶ 景観法第１６条第１項第３号に規定する行為 

中川周

辺地区

特定区

域 

⑴ 屋外における物件のたい積で次に掲げるもの 

ア 新たに物件のたい積を行う場合であって、次のいずれにも該

当するもの 

(ｱ) 物件をたい積する敷地全体の面積が３００平方メートル未

満のもの 

(ｲ) たい積する物件の高さが１．５メートル以下のもの 

イ 物件をたい積する敷地全体を拡張する場合であって、拡張後

の当該敷地全体の面積が３００平方メートル未満となるもの 

⑵ 工作物（電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１

項第１８号に規定する電気工作物である太陽光発電設備（土地に

自立して設置するものに限る。以下この表において「太陽光発電

設備」という。）を含む。）の建設等で次に掲げるもの 

ア 移転又は増築 

イ 外観を変更することとなる修繕、模様替又は色彩の変更で、

その行為に係る部分が当該工作物における外観の総面積の１０

分の１未満のもの 

ウ 新たに太陽光発電設備を設置する場合であって、次のいずれ

にも該当するもの 

(ｱ) 太陽光発電設備を設置する敷地全体の面積が３００平方メ

ートル未満のもの 

(ｲ) 太陽光発電設備の高さが１．５メートル以下のもの 

(ｳ) 太陽光発電設備の定格出力が１０キロワット未満のもの 

⑶ 景観法第１６条第１項第３号に規定する行為 

別表第２（第４３条関係） 

項  目 基  準 

１ 景観計画に

定める区域（ 

特定区域を除

く。） 

 

⑴ 建築物の新築又は改築で延べ面積の合計が５００平方メートル

以上又は高さが１０メートルを超えるもの 

⑵ 建築物の増築で、当該行為後の建築物の延べ面積の合計が５０

０平方メートル以上又は高さが１０メートルを超えるもの。ただ

し、法に基づく防火地域又は準防火地域に指定された地域以外の

地域にあっては、当該増築に係る部分の床面積の合計が１０平方

メートルを超えるもの 

⑶ 延べ面積の合計が５００平方メートル以上又は高さが１０メー

トルを超える建築物の外観を変更することとなる修繕、模様替又
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は色彩の変更で、その行為に係る部分が当該建築物における各壁

面の面積の１０分の１以上のもの 

２ 特定区域 

 

⑴ 建築物の新築、増築及び改築 

⑵ 建築物の外観を変更することとなる修繕、模様替又は色彩の変

更で、その行為に係る部分が当該建築物における各壁面の面積の

１０分の１以上のもの 

別表第３（第５４条、第５５条関係） 

項  目 基  準 

１ 市が設置し 

、又は管理す

る公共施設等 

 

 緑化基準は、次のとおりとする。 

対  象 緑化基準 植栽標準本数 

市道のうち植樹可能

な道路 

⑴ 歩道部の幅員が

３．５メートル未

満のものについて

は、必要に応じて

街路樹等を植栽す

る｡ 

⑵ 歩道部の幅員が

３．５メートル以

上のものについて

は、街路樹を植栽

するとともに植樹

帯を設ける。 

⑶ 幅員が１．５メ

ートル以上の中央

分離帯については 

、植樹帯を設ける｡ 

 

都市公園 

 公園種別ごとに次

の基準を目標とし、

設置目的に反しない

限度でできる限り植

栽地を設ける。 

⑴ 住区基幹公園 

 ア 街区公園 敷

地面積の３０パ

ーセント以上 

 イ 近隣公園 敷
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地面積の５０パ

ーセント以上 

 ウ 地区公園 敷

地面積の５０パ

ーセント以上 

⑵ 都市基幹公園 

 ア 総合公園 敷

地面積の５０パ

ーセント以上 

 イ 運動公園 敷

地面積の３０パ

ーセント以上 

⑶ 緩衝緑地及び緑

道 対象面積の７

０パーセント以上 

⑷ 都市緑地 対象

面積の８０パーセ

ント以上 

市営住宅 
２の項の緑地基準に

準ずる。 

１０平方メートル

当たり高木１本以

上及び低木１０本

以上 

学校 

⑴ 学校敷地の内周

に幅２メートル程

度の植樹帯を設け

る。 

⑵ その他できる限

り植栽する。 

同上 

庁舎等 
２の項の緑化基準に

準ずる。 

同上 

  

２ 民間施設 

  

⑴ 緑化基準は、次のとおりとする。 

開発区域の面積 緑化基準 植栽標準本数 

500平方メートル未

満 

開発区域面積の１０

パーセント以上。た

だし、建築基準法第

２０平方メートル

当たり高木１本以

上及び低木２０本
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５３条第３項第２号

に規定する街区の角

にある敷地又はこれ

に準ずる敷地で市長

が指定するもの（以

下「かど敷地等」と

いう。）は、９パー

セント以上 

以上 

500平方メートル以

上 3,000平方メート

ル未満 

開発区域面積の１２

パーセント以上。た

だし、かど敷地等の

場合は、９パーセン

ト以上 

同上 

3,000平方メートル

以上 

ふるさと埼玉の緑を

守り育てる条例（昭

和５４年埼玉県条例

第１０号）による。 

 

⑵ 商業地域及び近隣商業地域内の敷地又は一戸建ての住宅の敷地

にあっては、可能な限り緑化するものとする。 

⑶ 接道部の緑化基準は、規則で定める（第６６条第１項の規定に

より届出を要することとなる開発事業に限る。）。 

別表第４（第７６条関係） 

項  目 基  準 

１ 道路 

 

⑴ 開発区域（第２条第２項第４号に規定する規則で定める行為と

して規則で定める行為に係るものを除く。）に接する道路の幅員

は、次のとおりとする。ただし、開発区域に接する道路が複数存

する場合であって、そのうち自動車出入口が設置されない道路の

幅員については、この表を適用しない。 

予定建築物の用途 開発区域の面積 道路幅員 

住宅     

3,000平方メートル

未満        
４メートル以上 

3,000平方メートル

以上 6,000平方メー

トル未満 

５メートル以上 

6,000平方メートル

以上 
６メートル以上 
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住宅以外 

1,000平方メートル

未満 
４メートル以上 

1,000平方メートル

以上 30,000平方メ

ートル未満 

６メートル以上 

30,000平方メートル

以上 
９メートル以上 

特定工作物 

1,000平方メートル

未満 
６メートル以上 

1,000平方メートル

以上 
９メートル以上 

⑵ 地階を除く階数が５以上、又は高さが１５メートル以上の建築

物（⑴の表の規定により道路幅員が９メートル以上とされたもの

を除く。）にあっては、開発区域に接する道路の幅員は、６メー

トル以上とする。ただし、開発区域の規模及び形状、周辺の土地

の地形及び利用態様等に照らして、これによることが著しく困難

と認められる場合であって、環境の保全上、災害の防止上、通行

の安全上及び事業活動の効率上支障がないと認められる規模及び

構造の道路で、都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９

号。以下「施行規則」という。）で定めるものが配置されている

ときは、この限りでない。 

⑶ 道路（建築基準法第４２条第１項第５号による位置の指定を受

けた道路を含む。以下この項において同じ。）は、アスファルト

舗装その他の安全かつ円滑な交通に支障を及ぼさない構造とし、

かつ、適切な横断勾
こう

配及び縦断勾配を設けること。 

⑷ 道路は、側溝及び集水ますを設置する等、排水に支障のない措

置を講じられたものであること。 

⑸ 道路が同一平面で交差し、若しくは接続し、又は屈曲する箇所

（以下「角地」という。）は、規則で定める基準に従い、交通安

全上必要なすみ切り（施行規則第２４条第６号の規定により切り

取られる街角をいう。以下同じ。）を設けなくてはならない。こ

の場合においては、当該角地の所有者は、当該土地を道路管理者

に寄附するよう努めるものとする。 

⑹ 自動車出入口は、安全かつ円滑な交通に支障を及ぼさない適切

な配置、構造等で設置するものとする。 

⑺ 建築基準法第４２条第２項によりみなされる道路及び旧八潮第
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一土地改良区内で市長が指定した路線の敷地を確保しなければな

らない。この場合においては、当該敷地の所有者は、当該土地を

道路管理者に寄附するよう努めなければならない。 

２ 公園 ⑴ 開発区域の面積が３，０００平方メートル以上であって主とし

て住宅の建築を行う場合は、次の表に掲げる公園を整備し、市に

無償で提供しなければならない。ただし、開発区域の面積が５

０，０００平方メートル未満であって、次に掲げる場合にあって

は、この限りでない。 

 ア 開発区域が土地区画整理事業の施行区域外であって、開発区

域の２５０メートル以内に１，０００平方メートル以上の規模

の公園又は広場が存在し、八潮市緑の基金への協力が得られる

場合 

イ 開発区域が土地区画整理事業の施行区域内であって、当該土

地区画整理事業の施行者が開発区域の２５０メートル以内に

１，０００平方メートル以上の規模の公園若しくは広場の設置

を予定している又は既に設置している場合 

ウ 開発事業者等が次の表に基づき公園を設けて管理する場合 

エ 開発区域の周辺の状況並びに予定建築物の用途及び敷地の

配置を勘案して市長が必要がないと認めた場合 

開発区域の面積 公園の総面積 
１箇所当たりの 

公園の規模 

3,000平方メートル

以上 10,000平方メー

トル未満      

開発区域面積の３パ

ーセント以上    

100平方メートル

以上       

10,000平方メートル

以上 50,000平方メー

トル未満 

同上 
300平方メートル

以上 

50,000平方メートル

以上 200,000平方メ

ートル未満 

同上 
1,000平方メート

ル以上 

200,000平方メート

ル以上 
同上 

1,000平方メート

ル以上（設置数

２以上） 

⑵ 公園の位置及び箇所数については、住民が利用しやすく、安全

が確保されるよう考慮しなければならない。 

⑶ 公園内の施設及び構造等は、規則で定める。なお、当該施設等
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の配置、構造等は、市と協議しなければならない。 

３ 敷地面積の

最低限度 

⑴ 敷地面積の最低限度は、次のとおりとする。 

区域又は地域 敷地面積 有効宅地面積 

ア 市街化調整区域 300平方メートル  

イ 法第１２条の４

の規定により定め

られる地区計画等

の区域 

当該地区計画に定め

る面積 
 

ウ ア及びイ以外の

区域 

100平方メートル 100平方メートル 

 備考 有効宅地面積とは、道路に接する敷地の幅員が４メートル

未満の場合であって、その土地の形状が路地状敷地となって

いるもののうち当該路地状部分を除く敷地面積をいう。 

⑵ 敷地面積の最低限度は、良好な住居等の環境の形成又は保持の

ため支障がないものとして規則で定めるものにあっては、この限

りでない。 

４ 雨水流出抑

制施設 

⑴ 開発区域（第２条第２項第４号に規定する規則で定める行為と

して規則で定める行為に係るものを除く。）の面積に応じて、次

の表により調整池、遊水池等を設置しなければならない。ただ

し、土地区画整理事業の施行区域内で調整池が機能しているも

の、その他規則で定めるものについては、この限りでない。 

 開発区域の面積 設置すべき施設 

500平方メートル未

満 

雨水浸透ます 

500平方メートル以

上 

10,000平方メートル当たり500立方メー

トルの雨水が一時貯留できる施設。ただ

し、埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に

関する条例（平成１８年埼玉県条例第２

０号）の適用を受ける場合は、この限り

でない。 

⑵ 調整池、遊水池等の設置については、市長が定める基準により

施工しなければならない。 

⑶ 雨水を一時的に貯留し、又は地下に浸透させる機能を有する施

設（以下「雨水流出抑制施設」という。）からの排水は、その排

水を適切に流下させる雨水排水施設に接続しなければならない。

この場合においては、排水先となる土地及び施設の所有者及び管
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理者（農業用水の管理者を含む。）と協議しなければならない。 

⑷ 雨水流出抑制施設の管理については、所有者又は開発事業者が

管理を行うものとする。 

５ 排水施設 ⑴ 法及び下水道法（昭和３３年法律第７９号）並びに八潮市下水

道条例（昭和５７年条例第２８号）に定めるもののほか、規則で

定める下水道排水設備を設置しなければならない。 

⑵ ⑴の規定により整備する施設及びその管理権は、当該施設の所

有者又は開発事業者が管理する場合を除き、無償で市に帰属す

る。  

⑶ 汚水は、農業用水路に流入させてはならない。ただし、農業用

水路の管理者に同意を得た場合は、この限りでない。 

６ 緑地 

  

⑴ 緑化基準は、次のとおりとする（第２条第２項第４号に規定す

る規則で定める行為として規則で定める行為を除く。）。 

開発区域の面積 緑化基準 植栽標準本数 

500平方メートル未

満 

開発区域面積の１０

パーセント以上。た

だし、かど敷地等の

場合は、９パーセン

ト以上 

２０平方メートル

当たり高木１本以

上及び低木２０本

以上 

500平方メートル以

上 3,000平方メート

ル未満 

開発区域面積の１２

パーセント以上。た

だし、かど敷地等の

場合は、９パーセン

ト以上 

同上 

3,000平方メートル

以上 

ふるさと埼玉の緑を

守り育てる条例によ

る。 

 

⑵ 商業地域及び近隣商業地域内の敷地又は一戸建ての住宅の敷地

にあっては、可能な限り緑化するものとする。 

⑶ 接道部の緑化基準は、規則で定める。 

７ 消防水利施

設等 

⑴ 開発事業の規模に応じて、消防水利の基準（昭和３９年消防庁

告示第７号）により、消防水利施設を設置しなければならない。 

⑵ 消防水利施設の設置基準及び消防水利施設等の整備基準は、規

則に定めるところによる。 

⑶ 消防水利施設の管理については、施設の所有者又は開発事業者

が管理するものとする。ただし、当該施設の土地が市に帰属する
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ものについては、当該施設を市に寄附し、市が管理するものとす

る。 

⑷ １の項⑵に規定する建築物については、消防活動及び救急活動

に必要な道路を、建築物の敷地に接続する公道又はその他の道路

等の幅員に応じ設置しなければならない。 

⑸ １の項⑵に規定する建築物については、消防活動及び救急活動

に必要な空地を設置しなければならない。 

８ 上水道の整

備 

 水道施設及び給水装置の設置については、給水に係る給水管及び

配水管の整備に関して市長と協議し、適切に実施しなければならな

い。 

９ 清掃施設の

整備 

⑴ 主として住宅の建築を目的とする開発事業における清掃施設

（以下「ごみ集積所」という。）の基準は、次のとおりとする。 

計画戸数 有効面積 設置数 

1戸以上 30戸以下 
１戸当たり０．３平

方メートルを乗じて

得た面積以上とす

る。ただし、その面

積が１平方メートル

未満の場合は、１箇

所当たり１平方メー

トル以上とするこ

と。 

１以上 

31戸以上 40戸以下 
２以上（集合住宅

を除く。） 

41戸以上 
市長と協議の上定め

る。 

市長と協議の上定

める。 

⑵ 単身者用住宅（主たる居室が１である共同住宅等をいう。）の

場合は、１戸当たり０．１５平方メートルを乗じて得た有効面積

以上とする。ただし、その面積が１平方メートル未満の場合は、

１箇所当たり１平方メートル以上とすること。 

⑶ 開発区域の形状、道路事情その他の理由で上記の表により設置

することができないと認められるときは、市長と協議の上定めた

面積及び設置数とする。  

⑷ ごみ集積所の設置場所及び構造等は、規則で定める。 

⑸ ごみ集積所の用地及び施設は、協議により市に寄附することが

できる。この場合において、当該施設の有効面積は、１箇所当た

り３平方メートル以上とすること。 

⑹ 商業施設等のごみ集積所の設置については、別途市長と協議し
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なければならない。 

10 住民のコミ

ュニティ活動

の推進に資す

る施設 

⑴ １００戸以上の住宅を目的とする開発事業においては、１戸当

たりおおむね０．５平方メートル以上の住民のコミュニティ活動

の推進に資する施設（以下「コミュニティ施設」という。）を設

置しなければならない。 

⑵ コミュニティ施設は、開発区域内に１室又は棟で確保するもの

とする。 

⑶ コミュニティ施設の維持管理は、利用者が行うものとする。 

11 防災倉庫 ⑴ １００戸以上の住宅を目的とする開発事業においては、防災倉

庫（災害時に必要とされる用品等を備蓄する施設をいう。以下同

じ。）を設置しなければならない。 

⑵ 防災倉庫の面積は、６平方メートルに０．０１５平方メートル

に住宅戸数から１００を減じて得た数を乗じて得た面積を加えて

得た面積以上の面積とする。 

⑶ 防災倉庫の天井の高さは、原則として２．１メートル以上とす

る。 

⑷ 防災倉庫は、利用者の利便性に配慮した位置に設置し、他の施

設と兼用しないものとする。 

12 教育施設等 ⑴ 開発事業に伴う児童生徒の増加により既設の教育施設等に影響

を与えるおそれがあると市長が認める場合は、当該児童生徒の受

入れについて市教育委員会と協議しなければならない。 

⑵ ５００戸以上の住宅を建築する目的である開発事業にあっては 

、市と協議の上、保育所を設けるための用地を市に寄附しなけれ

ばならない。 

13 景観基準 ⑴ 良好な都市景観の形成を図るため、景観計画に規定される景観

形成基準に配慮しなければならない。 

⑵ 景観法第１６条第１項の規定による届出の対象の建築物及び工

作物の外観に使用できる色彩は、景観計画に規定する色彩基準に

適合したものでなければならない。 

14 交通安全施

設及び駐車場

施設 

⑴ 道路を築造し市に帰属する場合は、帰属道路上の屈曲部及び既

設道路との交差点部で管理者が交通安全上必要と認める箇所に道

路照明灯及び道路反射鏡を設置しなければならない。  

⑵ 道路を築造し市に帰属する場合は、帰属道路と既設道路との交

差点部で管理者が交通安全上必要と認める箇所に、区画線等の標

示を行わなければならない。 

⑶ 開発区域周辺の通行の安全及び利便並びに近隣の住民の生活環



- 61 - 

境に配慮するため、開発事業の用途等に応じてアからエまでにそ

れぞれ定める自動車駐車場及び自転車駐車場（道路交通法（昭和

３５年法律第１０５号）第２条第１項第１１号の２に規定する自

転車の駐車のための施設をいう。以下同じ。）を敷地内に整備し

なければならない。ただし、商業地域とそれに接する近隣商業地

域内である場合並びに市長が、周辺の通行の安全及び利便に支障

がなく、かつ、周辺住民の生活環境に影響が少ないと認める場合

は、市長と協議し定めた台数とすることができる。 

 ア 一戸建て住宅の建築を目的とした開発事業 

施  設 基  準 

自動車駐車場 
１戸に１台以上確保しなければならない 

。 

自転車駐車場 同上 

 イ 共同住宅、長屋等の建築を目的とした開発事業 

施  設 基  準 

自動車駐車場 

(ｱ) 開発区域内に計画戸数の１０分の３

以上を確保し、不足分については、開

発区域外に確保するよう努めなければ

ならない。 

(ｲ) 計画戸数が２０戸を超える共同住宅

の場合は、外来者用の駐車場を２台以

上確保しなければならない。 

自転車駐車場 
１戸に１台以上確保しなければならな

い。 

 ウ 店舗、事務所、倉庫、工場等の建築を目的とした開発事業 

  (ｱ) 店舗等の保有台数分及び外来用の自動車、自転車等の保管

場所又は駐車場を次の表のとおり確保しなければならない。

ただし、大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）

の適用を受ける場合は、この限りでない。 

  自動車駐車場 

施 設 等 基  準 

百貨店、スーパ

ー、小売店等の

商業施設 

店舗面積２０平方メートルにつき１台以

上その他規則で定める運営上必要な台数

を加える。 

飲食店、レスト

ラン、料亭、喫

客席の３分の１に相当する台数その他規

則で定める運営上必要な台数を加える。 
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茶店等の飲食施

設 

劇場、映画館、

ボーリング場等

の娯楽施設 

客席の３分の１に相当する台数その他規

則で定める運営上必要な台数を加える。 

パチンコ、麻雀

クラブ等の娯楽

施設 

パチンコ・スロットル等の台数の数の３

分の１に相当する台数、麻雀クラブ等台

数が適当でない場合は各施設利用の最大

人数の３分の１に相当する台数その他規

則で定める運営上必要な台数を加える。 

スポーツ及び健

康の増進を目的

とする施設 

更衣室ロッカー３個につき１台以上その

他規則で定める運営上必要な台数を加え

る。 

銀行、信用金庫

等の業務施設 

店舗面積２０平方メートルにつき１台以

上その他規則で定める運営上必要な台数

を加える。 

旅館、ホテル、

合宿所等の宿泊

施設 

３室につき１台以上その他規則で定める

運営上必要な台数を加える。 

工場、作業場、

倉庫等の事業施

設 

延べ面積５００平方メートルにつき１台

以上その他規則で定める運営上必要な台

数を加える。 

事務所等の事業

施設 

延べ面積１００平方メートルにつき１台

以上その他規則で定める運営上必要な台

数を加える。 

病院、診療所等

の医療施設 

ベッド数３床につき１台以上その他規則

で定める運営上必要な台数を加える。 

  自転車駐車場 

施 設 等 基  準 

百貨店、スーパ

ー、小売店等の

商業施設 

自動車駐車場と同じ 

飲食店、レスト

ラン、料亭、喫

茶店等の飲食施

設 

自動車駐車場と同じ 
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劇場、映画館、

ボーリング場等

の娯楽施設 

自動車駐車場と同じ 

パチンコ、麻雀

クラブ等の娯楽

施設 

自動車駐車場と同じ 

スポーツ及び健

康の増進を目的

とする施設 

自動車駐車場と同じ 

銀行、信用金庫

等の業務施設 

店舗面積４０平方メートルにつき１台以

上その他規則で定める運営上必要な台数

を加える。 

旅館、ホテル、

合宿所等の宿泊

施設 

規則で定める運営上必要な台数 

工場、作業場、

倉庫等の事業施

設 

規則で定める運営上必要な台数 

事務所等の事業

施設 

規則で定める運営上必要な台数 

病院、診療所等

の医療施設 

規則で定める運営上必要な台数 

  (ｲ) 店舗、倉庫、工場等の積み降ろしを頻繁に行う建築物につ

いては、荷物の積み降ろしの場所の位置を市長と協議しなけ

ればならない。 

 エ アからウまでに掲げるもの以外の建築を目的とした開発事業 

   市長と協議の上、必要な台数を敷地内に整備しなければなら

ない。 

15 ワンルーム

建築物 

 ワンルーム建築物の建築に際しては、管理等に関する事項その他

規則で定める基準を遵守するものとする。 

16 建築行為を

伴わない土地

利用 

 第２条第２項第４号に規定する規則で定める開発事業（商業地域 

・近隣商業地域内の開発事業及び墓地の設置を目的とする開発事業

を除く。）については、次に定める基準によるものとする。 

 ア 規則で定めるところにより、道路境界線に沿って緑化するこ

と。 

 イ 開発区域内に当該開発区域の面積の１０パーセント以上の緑
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地を設けること。 

17 墓地  墓地の設置を目的とする開発事業については、次に定める基準に

よるものとする。 

⑴ 開発区域に接する道路から主要な道路に至るまでの道路の

幅員は、６メートル以上であること。ただし、開発区域に接

する道路が複数存する場合であって、そのうち自動車出入口

が設置されない道路の幅員については、この限りでない。 

⑵ 緑化基準は、次のとおりとする。 

  ア 開発区域内に当該開発区域の面積の２０パーセント以上の

緑地を設けること。 

イ 開発区域の周辺に住宅が立地する場合は、隣地境界線（住

宅が立地する部分に限る。）に沿って幅員２メートル以上の

緩衝緑地を設けること。 

⑶ 開発区域内に墓所数の５パーセント以上の駐車台数分の自動

車駐車場を設けること。 

⑷ 建築物の建築を伴う場合における次の項目の基準は、それぞ

れ次に定める基準によること。 

  ア 雨水流出抑制施設 ４の項 

 イ 排水施設 ５の項 

  ウ 消防水利施設等 ７の項 

  エ 上水道の整備 ８の項 

  オ 景観基準 １３の項 

⑸ 市長が別に定める指針に適合するよう配慮されたものである

こと。 

別表第５（第９８条関係） 

項  目 基  準 

１ 法第３３条

第３項の規定

による技術的

細目の制限の

強化又は緩和

（道路に関す

るもの） 

 

⑴ 敷地に接することとなる道路及び開発区域内の主要な道路の幅

員は、次のとおりとする。 

予定建築物の用途 開発区域の面積 道路幅員 

住宅     

3,000平方メートル

未満        
４メートル以上 

3,000平方メートル

以上 6,000平方メー

トル未満 

５メートル以上 

6,000平方メートル

以上 
６メートル以上 
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住宅以外 

1,000平方メートル

未満 
４メートル以上 

1,000平方メートル

以上 30,000平方メ

ートル未満 

６メートル以上 

30,000平方メートル

以上 
９メートル以上 

特定工作物 

1,000平方メートル

未満 
６メートル以上 

1,000平方メートル

以上 
９メートル以上 

⑵ 開発区域内の主要な道路が接続する道路の幅員は、⑴を準用す

る。 

⑶ 原則として、長尺Ｕ形側溝を道路の両側に布設し、アスファル

ト舗装道路として整備する。 

⑷ 原則として、道路の横断勾配は、２パーセントとする。 

⑸ 原則として、道路の縦断勾配は、０．３パーセント以上５パー

セント以下とする。 

⑹ 施行規則第２４条第５号ただし書の規定により、道路を袋路状

とする場合とは、当該道路の延長又は当該道路と他の道路との

接続が予定されている場合のほか、それぞれ次に定める要件を

満たす避難上及び車両の通行上支障がない場合とする。 

ア 避難上支障がない場合とは、次のいずれにも該当する場合と

する。 

(ｱ) 道路配置計画が次のいずれかに該当すること。 

① 袋路状道路の終端が、避難通路又は公園等の災害時に避

難することが可能な公共施設に接続し、かつ、その避難通

路又は公共施設が他の道路に接続しているもの 

② 袋路状道路の終端が将来設置が計画されている公園等の

災害時に避難することが可能な公共施設（他の道路に接続

する予定のものに限る。）に接続することが予定され、か

つ、その公共施設に係る整備事業が現に着手されているも

の 

③ 開発区域及びその周辺地域の地形、道路配置状況その他

の事情により、①又は②に該当しない場合であって、開発

区域の面積が１，０００平方メートル未満のもの 
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(ｲ) 袋路状道路の終端に接続する避難通路を新たに計画する場

合は、道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）で規定する

歩行者専用道路の基準を満たす幅員及び構造で設計されてい

ること。 

 イ 通行上支障がない場合とは、次のいずれかに該当する場合と

する。 

  (ｱ) 道路配置計画が次のいずれにも適合するように設計されて

いること。 

   ① 袋路状道路の延長は、袋路状でない道路と接続する箇所

と当該袋路状道路の終端との間が７０メートル以内である

こと。 

   ② 袋路状道路の幅員が６メートル未満であって、当該道

路の延長が３５メートルを超えるときは、当該道路の終端

及び３５メートル以内ごとの必要な箇所に規則で定める基

準に即した自動車の転回広場が設けられていること。 

  (ｲ) 袋路状道路について、法第３２条第２項の規定に基づく協

議の上、市自らが管理することとなるもの 

⑺ すみ切りの長さは、規則で定めるものとする。 

２ 法第３３条

第３項の規定

による技術的

細目の制限の

強化又は緩和

（公園等に関

するもの） 

⑴ 施行令第２９条の２第１項第５号に基づき、主として住宅の

建築を目的とする開発行為の場合に設置すべき施設は、公園と

する。 

⑵ 地方公共団体が開発区域の２５０メートル以内に１，０００

平方メートル以上の規模の公園の設置を予定している場合は、

施行令第２５条第６号の規定は適用しない。 

⑶ 施行令第２９条の２第１項第５号及び第６号の規定に基づき設

置すべき公園の面積の最低限度は、次のとおりとする。 

開発区域の面積 公園の総面積 
１箇所当たりの公

園の規模 

3,000平方メートル

以上10,000平方メ

ートル未満 

開発区域面積の３

パーセント以上 

100平方メートル以

上 

10,000平方メート

ル以上50,000平方

メートル未満 

同上 
300平方メートル以

上 

50,000平方メート

ル以上200,000平方
同上 

1,000平方メートル

以上 
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メートル未満 

200,000平方メート

ル以上 
同上 

1,000平方メートル

以上（設置数２以

上） 

  

３ 法第３３条

第４項の規定

による敷地面

積の最低限度 

  

⑴ 法第３３条第４項の規定による敷地面積の最低限度は、次のと

おりとする。 

区域 敷地面積 有効宅地面積 

ア 市街化調整区域 300平方メートル  

イ 法第１２条の４

の規定により定め

られる地区計画等

の区域 

当該地区計画に定め

る面積 
 

ウ ア及びイ以外の

区域 
100平方メートル 100平方メートル 

 備考 有効宅地面積とは、道路に接する敷地の幅員が４メートル

未満の場合であって、その土地の形状が路地状敷地となって

いるもののうち当該路地状部分を除く敷地面積をいう。 

⑵ 敷地面積の最低限度は、良好な住居等の環境の形成又は保持の

ため支障がないものとして規則で定めるものにあっては、この限

りでない。 

別表第６（第９８条関係） 

項  目 基  準 

１ 法第３４条

第１１号の規

定により定め

る土地の区域 

 

 

 

 

⑴ 法第３４条第１１号の規定により指定する土地の区域は、次

に掲げる基準のいずれにも該当する区域のうちから市長が指定

する区域（この項において「指定区域」という。）とする。 

ア 区域内の建築物の敷地がおおむね５０メートル以内の間隔

で存していること。ただし、区域及びその周辺の地域におけ

る自然的条件、建築物の建築その他の土地利用の状況等を勘

案し、集落の一体性を確保するために特に必要と認められる

ときは、この限りでない。 

 イ 区域内の主要な道路が環境の保全上、災害の防止上、通行

の安全上又は事業活動の効率上支障がないような規模及び構

造で適当に配置されており、かつ、区域外の相当規模の道路

と接続していること。 
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 ウ 区域内の排水路その他の排水施設が、その区域内の下水を

有効に排出するとともに、その排出によって区域及びその周

辺の地域に溢
いっ

水等による被害が生じないような構造及び能力

で適当に配置されていること。 

 エ 区域の境界は、原則として、道路その他の施設、河川、崖

その他の地形、地物等土地の範囲を明示するのに適当なもの

により定めることとし、これにより難い場合には、町界、字

界等によること。 

⑵ 法第３４条第１１号の規定により開発区域及びその周辺の地

域における環境の保全上支障があると認められる予定建築物等

の用途は、建築基準法別表第２（ろ）項に掲げる建築物以外の

建築物とする。 

備考 

⑴ 市長は、指定区域を指定したときは、遅滞なく、その旨を告示

しなければならない。 

⑵ １の項⑴及び備考⑴の規定は、指定区域の変更又は廃止につい

て準用する。 

２ 法第３４条

第１２号の規

定により定め

る開発行為 

 

 

  

 

 

法第３４条第１２号の規定により、開発区域の周辺における市 

街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内に

おいて行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為は 

、次に掲げるものとする。ただし、施行令第８条第１項第２号ロ

からニまでに掲げる土地の区域又は用途地域が定められている土

地の区域におけるイからクまでに掲げる開発行為については、こ

の限りでない。 

ア 八潮市自治基本条例第２１条第１項に規定する総合計画に

基づいて市が策定した土地利用に関する計画に即して市長が

予定建築物の用途に限り指定した土地の区域において、当該

指定に適合した建築物を建築する目的で行う開発行為 

 イ 自己の居住の用に供する建築物を建築する目的で行う開発

行為で次のいずれかに該当するもの 

  (ｱ) おおむね５０以上の建築物（市街化区域に存するものを

含む。）が連たんしている地域であって、１の項⑴ア及び

エの基準に基づき、市長が指定する区域（以下「既存の集

落」という。）に、区域区分に関する都市計画が決定され 

、又は当該都市計画を変更して市街化調整区域が拡張され
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た日（以下「区域区分日」という。）前から自己又は自己

の親族が所有する土地において行うもの 

  (ｲ) 本市又は本市に隣接する市の市街化調整区域に２０年以

上居住する者又はその親族が、既存の集落に自己又は自己

の親族が所有する土地において行うもの 

  (ｳ) 本市又は本市に隣接する市の市街化調整区域に区域区分

日前から居住する親族を有する者が、区域区分日前から自

己又は自己の親族が所有する土地において行うもの 

 ウ ２０年以上居住する市街化調整区域の土地又はその近隣に

おいて、自己の業務の用に供する小規模な建築物であって規

則で定めるものを建築する目的で行う開発行為 

 エ 法律により土地を収用することができる事業の施行に伴い 

、自己の所有する建築物の移転又は除却をする者が、当該建

築物と同一の用途の建築物を建築する目的で行う開発行為 

 オ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する

大学を建築する目的で行う開発行為 

 カ 建築基準法第５１条ただし書（同法第８８条第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定による許可を受けた建築物

（施行令第２１条第２０号から第２３号までに規定するもの

を除く。）又は、第１種特定工作物を建築し、又は建設する

目的で行う開発行為 

 キ 市街化調整区域に居住している者が地域的な共同活動を行

うために必要な集会施設を当該市街化調整区域において建築

する目的で行う開発行為 

 ク 現に存する自己の居住又は業務の用に供する建築物と同一

の用途の建築物を建築する目的でその敷地を拡張する開発行

為 

備考 

⑴ 市長は、既存の集落を指定したときは、遅滞なく、その旨を告

示しなければならない。 

⑵ ２の項ア及び備考⑴の規定は、既存集落の変更又は廃止につい

て準用する。 

３ 施行令第３

６条第１項第

３号ハの規定

により定める

 施行令第３６条第１項第３号ハの規定により、建築物又は第１種

特定工作物の周辺における市街化を促進するおそれがないと認めら

れ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当

と認められる建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第１種特
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建築等 

 

定工作物の新設として定めるものは、次に掲げるものとする。ただ

し、施行令第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地の区域又

は用途地域が定められている土地の区域におけるイからエまでに掲

げる建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物

の新設については、この限りでない。 

 ア ２の項アに掲げる開発行為に係る建築物の新築、改築又は用

途の変更 

 イ ２の項イからキまでに掲げる開発行為に係る建築物の新築、

改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設 

 ウ １０，０００平方メートル未満の墓地（墓地、埋葬等に関す

る法律（昭和２３年法律第４８号）第２条第５項に規定する墓

地をいう。以下同じ）又は運動・レジャー施設である工作物の

管理に必要な建築物の新築 

 エ 現に存する建築物が建築後２０年を経過している場合又は建

築後５年を経過し、破産手続開始の決定その他やむを得ない事

由を有するものとして規則で定める場合に、当該建築物と同一

の敷地において行う、次のいずれかに該当する建築物の新築、

改築又は用途の変更 

  (ｱ) 現に存する建築物と用途が同一の建築物 

  (ｲ) 現に存する建築物と用途が類似するものとして規則で定め

る建築物 

  (ｳ) 建築基準法別表第２（ろ）の項に掲げる建築物（既存の集

落に存するものに限る。） 

オ 長期にわたり建築物の敷地として利用されている土地におけ

る建築行為で次のいずれにも該当するもの 

(ｱ) 申請日において２０年以上、登記事項証明書における地目

が宅地であって、かつ、区画の変更がないもの 

(ｲ) 建築基準法別表第２（ろ）項に掲げる建築物（既存の集落

に存するものに限る。） 

別表第７（第９９条関係） 

項  目 基  準 

１ 公害防止へ

の配慮 

⑴ 開発事業の計画に当たっては、八潮市公害防止条例（昭和４９

年条例第５１号）の規定を遵守しなければならない。 

⑵ 開発事業者は、周辺住民の生活環境保全のため、公害等の未然

防止に努めるものとする。 

⑶ 開発事業者は、市民から騒音、振動等について苦情等が生じた
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場合は、速やかに、かつ、誠意を持って対処しなければならない 

 。 

２ 福祉のまち

づくりへの配

慮 

 開発事業の計画に当たっては、高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）及び埼玉県福祉

のまちづくり条例（平成７年埼玉県条例第１１号）の規定を遵守

し、福祉のまちづくりの推進に努めなければならない。 

３ 文化財の保

護に関する措

置 

⑴ 開発事業者は、周知の埋蔵文化財包蔵地（文化財保護法（昭和

２５年法律第２１４号）第９３条第１項の周知埋蔵文化財包蔵地

をいう。以下この項において同じ。）であるかどうかを市教育委

員会に確認しなければならない。 

⑵ 開発事業者は、周知の埋蔵文化財包蔵地で開発事業を行う場合

は、文化財保護法その他関係法令に基づき、市教育委員会と協議

しなければならない。 

⑶ 開発事業者は、開発事業の施工中に埋蔵文化財を発見した場合

は、直ちに工事を中断し、現状を変更することなく、市教育委員

会と協議しなければならない。 

⑷ 開発事業者は、開発事業が埋蔵文化財以外の文化財に影響を及

ぼすと認められるときは、その保護及び保全について市教育委員

会と協議しなければならない。 

４ 埋立て、盛

土等 

 埋立て、盛土等（土砂等による土地の埋立て、盛土及びたい積行

為をいう。）を行う場合は、次の基準により施工しなければならな

い。 

 ア 総合治水に配慮し、保水機能及び遊水機能に支障が生じない

こと。 

 イ 隣接する土地に配慮した高さとすること。 

 ウ 隣接する土地と地盤高に差異が出たときは、土留等の必要な

措置を講ずること。 

 エ その他治水対策上及び安全上市長が必要と認める技術的事項

を遵守すること。 

５ 地番表示板

の設置 

 開発事業者は、規則で定める基準により地番表示板を設置するこ

と。 

別表第８（第１００条関係） 

項  目 基  準 

１ 道路 

 

⑴ 開発区域に接する道路の幅員は、４メートル以上とするよう努

めること。 

⑵ 道路（建築基準法第４２条第１項第５号による位置の指定を受



- 72 - 

けた道路を含む。以下この項において同じ。）は、アスファルト

舗装その他の安全かつ円滑な交通に支障を及ぼさない構造とし、

かつ、適切な横断勾配及び縦断勾配を設けること。 

⑶ 道路は、側溝及び集水ますを設置する等、排水に支障のない措

置を講じられたものであること。  

⑷ 角地は、別表第４の１の項⑸の規定により、交通安全上必要な

すみ切りを設けなければならない。この場合においては、当該角

地の所有者は、当該土地を道路管理者に寄附するよう努めるこ

と。 

⑸ 自動車出入口は、安全かつ円滑な交通に支障を及ぼさない適切

な配置、構造等により設置するものとする。 

⑹ 建築基準法第４２条第２項によりみなされる道路及び旧八潮第

一土地改良区内で市長が指定した路線の敷地を確保しなければな

らない。この場合においては、当該敷地の所有者は、当該土地を

道路管理者に寄附するよう努めなければならない。 

２ 自動車駐車

場及び自転車

駐車場 

 自動車駐車場及び自転車駐車場については、別表第４の１４の項

⑶に定めるところにより敷地内に確保するよう努めること。 

３ 緑地 

  

⑴ 緑化基準は、次のとおりとする。 

開発区域の面積 緑化基準 植栽標準本数 

500平方メートル未

満 

開発区域面積の１０

パーセント以上。た

だし、かど敷地等の

場合は、９パーセン

ト以上 

２０平方メートル

当たり高木１本以

上及び低木２０本

以上 

⑵ 商業地域及び近隣商業地域内の敷地又は一戸建ての住宅の敷地

にあっては、可能な限り緑化するものとする。 

４ 清掃施設  ごみ集積所については、市長と協議の上、設置するよう努めるこ

と。 

５ 敷地面積の

最低限度 

 敷地面積の最低限度は、別表第４の３の項に定めるところによる 

。 

 


